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１．感染症の発生状況
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新型コロナウイルス感染症の国内発生動向
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陽性者数（日毎）

（資料出所）厚生労働省「オープンデータ」（https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/open-data.html）（令和３年６月18日取得）をもとに厚生労働省労働基準局にて作成。
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新型コロナウイルス感染症の都道府県別発生動向
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（資料出所）厚生労働省「各都道府県の検査陽性者の状況（空港・海港検疫、チャーター便案件を除く国内事例）」（2021/6/17 24時時点）、総務省「人口推計」をもとに厚生労働省
労働基準局にて作成。

（注）１．空港・海港検疫、チャーター便案件を除く国内事例。
２．人口は令和元年10月１日現在のものを用いている。

陽性者数の累計
（令和３年６
月17日現在）

（人）

人口10万人
あたりの累
計陽性者数

(人）

陽性者数の累計
（令和３年６
月17日現在）

（人）

人口10万人
あたりの累
計陽性者数

(人）

東京都 167,868 1,206 石川県 3,894 342

大阪府 102,144 1,160 和歌山県 2,655 287
神奈川県 64,890 705 山口県 3,090 228
愛知県 50,070 663 徳島県 1,650 227
千葉県 38,816 620 香川県 2,079 217
埼玉県 45,317 617 新潟県 3,382 152
Ａランク計 469,105 884 福井県 1,077 140

兵庫県 40,611 743 Ｃランク計 135,791 487

京都府 16,415 636 沖縄県 19,881 1,368

広島県 11,302 403 熊本県 6,425 368
滋賀県 5,470 387 佐賀県 2,543 312
茨城県 10,200 357 大分県 3,475 306
栃木県 6,739 348 宮崎県 3,062 285
三重県 5,164 290 福島県 4,741 257
静岡県 8,946 245 高知県 1,699 243
長野県 4,949 242 長崎県 3,087 233
山梨県 1,868 230 鹿児島県 3,621 226
富山県 1,985 190 愛媛県 2,745 205
Ｂランク計 113,649 431 青森県 2,452 197

北海道 40,794 777 山形県 2,017 187

福岡県 35,112 688 岩手県 1,620 132
奈良県 8,121 611 鳥取県 466 84
岐阜県 9,318 469 島根県 551 82
群馬県 7,994 412 秋田県 764 79
岡山県 7,568 400 Ｄランク計 59,149 315

宮城県 9,057 393 777,843 617

Ａ
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（参考）新型コロナウイルス感染症の海外発生動向（確定症例数・全地域）

アメリカ地域

東南アジア地域

ヨーロッパ地域

東地中海地域

アフリカ地域

西太平洋地域

死亡者数

（資料出所）WHO “COVID-19 Weekly Epidemiological Update Edition 42, published 1 June 2021”

5



0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

2
02
1/
2/
17

2
02
1/
2/
24

2
02
1/
3/
3

2
02
1/
3/
10

2
02
1/
3/
17

2
02
1/
3/
24

2
02
1/
3/
31

2
02
1/
4/
7

2
02
1/
4/
14

2
02
1/
4/
21

2
02
1/
4/
28

2
02
1/
5/
5

2
02
1/
5/
12

2
02
1/
5/
19

2
02
1/
5/
26

2
02
1/
6/
2

2
02
1/
6/
9

2
02
1/
6/
16

国内のワクチン接種状況

6

（資料出所）厚生労働省ホームページ及び首相官邸ホームページ掲載のデータ（令和３年６月18日取得）をもとに厚生労働省労働基準局にて作成。
（注）１．医療従事者等と高齢者等の合計。

２．医療従事者等については、土日祝日分は、次の平日分に合わせて計上されている。

新型コロナワクチン総接種回数の推移

令和３年６月17日まで
１回目：2,076万回 ２回目：812万回

（万回）

１回目

２回目



（参考）海外のワクチン接種状況

新型コロナウイルスのワクチンを少なくとも１回受けた者の割合

（資料出所）“Our World in Data”（https://ourworldindata.org/covid-vaccinations）から令和３年６月６日に取得したデータをもとに厚生労働省労働基準局において作成。

北アメリカ

ヨーロッパ

南アメリカ

世界

アジア
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２．経済・雇用指標等
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（ア）全国の状況
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- 世界経済は改善したが、国による違いが大きい
世界経済は明るくなったが、通常と異なる様相を見せている。国間の不均衡が続くとみられ、また、これは、ワクチン接種計
画の有効性や公衆衛生政策に左右される。いくつかの国は、他より早い経済回復を示している。韓国やアメリカは、一人当
たり所得が、（パンデミック発生から）18か月でパンデミック前に戻りつつある。多くのヨーロッパ諸国は、経済回復に3年近く
かかるとみられる。メキシコや南アフリカは、3～5年かかる可能性がある。

- 成長率予測は、上方修正
2021年の世界経済成長率は、5.8％と予測される。これは、昨年12月時点の当エコノミックアウトルックの予測（4.2％）と比
べて、急激な上方修正である。多くの経済先進国でのワクチン接種やアメリカでの財政による経済刺激が、これに寄与した。
2022年の世界経済成長率は、4.4％と予測される。しかし、2022年末までの総所得は、感染発生前の予測を3兆ドル下回る。
3兆ドルというのは、フランスの経済規模に匹敵する額である。日本は、2021年に2.6％、2022年に2.0％の成長が見込まれ
る。

- より多くのジャブ（注射）、より多くのジョブ（職）
COVID-19ワクチンを国民に早く接種した国、効果的な公衆衛生戦略で感染を抑制する取り組みを進めている国では、より
早い経済回復が見込まれる。アメリカでは、観光業も含め、求人登録が増加している。しかし、多くの経済先進国でワクチン
接種が進む一方で、貧しい新興市場国が取り残されている。「すべての人が守られない限り、誰一人守られない。」

- 商取引が不均衡な回復に影響
国による回復力の違いは、各国の、①政府による脆弱な労働者や業種へ支援、②観光業など一定の業種への依存度合い、
③公衆衛生やワクチン政策、に左右される。また、商取引も関係する。パンデミックが始まって以来、消費者は、サービス支
出を抑え、モノへの支出を増やした。こうした購買行動は、サプライチェーンに深く組み込まれた国々、とくに医薬品、医療
器具、IT機器を供給する国々に恩恵をもたらした。

【OECD】

資料出所： OECD「Economic Outlook, Volume 2021 Issue 1」（2021年5月31日公表）より抜粋。

世界経済・日本経済の見通し（OECD Economic Outlook）
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2021年、世界経済は5.6％の成長が見込まれる。これは景気後退からの回復として80年来で最速のペースであり、いくつかの主要国の
力強い回復によるところが大きい。ただし、新興国・途上国の多くは依然として、新型コロナウイルス感染症の世界的流行とその影響を
受けている。

回復が進む中でも、今年末時点の世界GDPは、危機以前の予測を約2%下回るだろう。新興国・途上国の約3分の2にとって、国民一人
当たり所得の減少が2022年までに解消されることはないとみられる。低所得国ではワクチン接種が進んでおらず、感染症危機の影響
により貧困削減の成果が失われ、不安定性をはじめ長期的な課題に拍車がかかっている。

主要国の中では、米国が今年、大規模な財政支援と新型コロナウイルス感染症関連の制限緩和を反映し6.8％の成長となることが予
測される。その他の先進国の成長率も改善しつつあるが、米国ほどのペースではない。新興国・途上国の中では、中国が今年、需要
が抑えられていた反動で8.5％に改善する見通しである。

新興国・途上国の今年の成長率は、需要回復と一次産品価格上昇に支えられ、全体として6％になるとみられる。ただし、多くの国では、
新型コロナウイルス感染症の感染再拡大とワクチン接種の遅れ、また一部では政策支援の打ち切りが回復の足かせとなっている。中
国を除くと、新興国・途上国の回復はさらに小幅の4.4％になると予想される。2022年の新興国・途上国全体の回復は4.7％に減速する
とみられるが、それでも2020年の景気後退の損失を埋め合わせるのに十分な回復ではない上、2022年の成長率は危機以前の予測を
4.1％下回るとみられる。

低所得国の今年の成長率は、ワクチン接種が進んでいないこともあり、2020年を除き過去20年間で最低の2.9％となると予測される。
その後、2022年には4.7％に上昇するとみられるが、それでも危機以前の予測を4.9％下回る水準である。

実質GDP（前年からの推移：％）

【世界銀行】

資料出所： 世界銀行「Global Economic Prospects」（プレスリリース版、2021年6月8日公表）より抜粋。

世界経済・日本経済の見通し（世界銀行 Global Economic Prospects）
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2020年 2021年 2022年 2023年

世 界 -3.5 5.6 4.3 3.1

先 進 国 -4.7 5.4 4.0 2.2

米 国 -3.5 6.8 4.2 2.3

ユ ー ロ 圏 -6.6 4.2 4.4 2.4

日 本 -4.7 2.9 2.6 1.0

新興国・途上国 -1.7 6.0 4.7 4.4
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基調判断（月例経済報告）



13



14



15



令和３年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度（令和３年１月18日閣議決定）
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四半期ＧＤＰ速報（需要項目別寄与度）
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（資料出所）内閣府「国民経済計算」

2021年 2021年

1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月 4-6月 7-9月 10-12月 1-3月

0.2 0.8 1.6 0.1 ▲ 1.1 ▲ 8.9 ▲ 4.5 ▲ 0.8 ▲ 1.7 0.0 0.4 1.1 ▲ 1.4 ▲ 2.1 ▲ 10.1 ▲ 5.6 ▲ 1.1 ▲ 1.6

0.0 0.5 0.7 ▲ 0.8 ▲ 1.0 ▲ 5.8 ▲ 3.9 ▲ 1.6 ▲ 1.8 ▲ 0.1 0.2 0.5 ▲ 1.3 ▲ 1.5 ▲ 6.2 ▲ 4.1 ▲ 1.3 ▲ 1.6

0.1 0.5 0.6 ▲ 0.9 ▲ 1.2 ▲ 6.0 ▲ 4.0 ▲ 1.8 ▲ 1.9 0.0 0.1 0.5 ▲ 1.4 ▲ 1.7 ▲ 6.4 ▲ 4.2 ▲ 1.5 ▲ 1.7

除く持ち家の帰属家賃 0.2 0.5 0.6 ▲ 0.9 ▲ 1.2 ▲ 6.0 ▲ 4.0 ▲ 1.8 ▲ 1.9 0.0 0.1 0.4 ▲ 1.4 ▲ 1.7 ▲ 6.4 ▲ 4.3 ▲ 1.5 ▲ 1.7

0.1 0.2 0.3 0.2 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.4 ▲ 0.1 0.0 0.2 0.2 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.4 ▲ 0.3 ▲ 0.1

0.2 0.0 0.8 ▲ 0.7 ▲ 0.3 ▲ 1.4 ▲ 1.9 ▲ 0.6 ▲ 1.0 0.1 0.0 0.8 ▲ 0.7 ▲ 0.4 ▲ 1.3 ▲ 1.8 ▲ 0.5 ▲ 0.9

0.2 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.3 0.0 ▲ 0.3 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.2 0.2 0.4 ▲ 0.2 ▲ 0.3 ▲ 0.1 0.0 0.0 ▲ 0.4 ▲ 0.2

0.1 0.4 0.5 0.7 0.3 0.1 0.6 0.7 0.6 0.2 0.4 0.5 0.4 0.3 0.3 0.7 0.9 0.7

0.1 0.0 0.1 0.3 0.2 0.2 0.2 0.3 0.3 0.0 ▲ 0.1 0.1 0.2 0.1 0.2 0.2 0.3 0.2

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

▲ 0.6 ▲ 0.8 ▲ 0.5 0.7 ▲ 0.2 ▲ 1.6 0.9 1.2 0.6 ▲ 0.4 ▲ 0.7 ▲ 0.8 0.2 ▲ 0.3 ▲ 2.9 ▲ 0.1 0.3 0.3

▲ 0.6 ▲ 0.7 ▲ 0.9 ▲ 1.1 ▲ 1.2 ▲ 4.4 ▲ 2.9 ▲ 1.3 0.3 ▲ 0.3 ▲ 0.4 0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.8 ▲ 3.8 ▲ 2.6 ▲ 1.0 0.1

財貨・サービスの輸入 ▲ 0.1 ▲ 0.2 0.4 1.8 1.0 2.8 3.7 2.4 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.4 ▲ 0.8 0.5 0.5 0.9 2.5 1.3 0.1

公的固定資本形成

公的在庫変動

財貨・サービスの純輸出

財貨・サービスの輸出

国内総生産

民間最終消費支出

家計最終消費支出

民間住宅

民間企業設備

民間在庫変動

政府最終消費支出

名目 実質

2019年 2020年 2019年 2020年

○ＧＤＰ前年同期比の需要項目別寄与度
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2008年９月15日
リーマンブラザーズ破綻

完全失業率 5.5％
（2009年７月）

足下の雇用情勢について

○ 足下の雇用情勢は、求人が求職を上回って推移しているものの、求人が弱含んでおり、求職者の増加もあいまって、厳しさがみられる。有効求
人倍率が１倍を下回る地域がある等、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、より一層注意する必要がある。

〇 なお、リーマン・ブラザーズの経営破綻（2008年9月15日）後には、完全失業率は10ヶ月で4.0％→5.5％にまで悪化し、有効求人倍率は11ヶ月で
0.83倍→0.42倍に低下した。

（資料出所）総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」により作成
（注）完全失業率及び有効求人倍率は季節調整値。シャドー部分は景気後退期。
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有効求人倍率 0.42
（2009年8月）

有効求人倍率 1.63
（2019年４月）

有効求人倍率 1.09倍
（前月差▲0.01）
（2021年４月）

完全失業率（左軸）

有効求人倍率（右軸）

完全失業率 2.8 ％
（前月差＋0.2）
（2021年４月）

完全失業率 4.0％
（2008年９月）

有効求人倍率 0.83
（2008年９月）

（単位：％） （単位：倍）

（月）
（年）



新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響

19
（資料出所）資料出所 労働政策研究・研修機構（JILPT）と連合総研生活開発研究所の共同研究によるパネル調査「新型コロナウイルス感染拡大の仕事や生活への影響に関する調査」
（注）１．調査は2020年4月、5月、8月、12月、及び2021年3月に実施された。

２．「４月調査」では、「（左記に）当てはまるものはない」との回答が一定程度、見られたため、「５月調査」｢８月調査｣「１２月調査」では同調査に無い選択肢も追加している。
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新型コロナウィルス感染症に関連した自身の雇用や収入にかかわる影響についての定点比較

影響の内容（「大いに影響があった」又は「ある程度影響があった」と回答した者）
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事業所の
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12月 1月 2月 3月 4月

【参考：2020年7月の雇用形態別の雇用者数の前年同月差（男女別）】
正規の職員・従業員：男性 23万人 女性 29万人

非正規の職員・従業員：男性 ▲50万人 女性 ▲81万人
パート・アルバイト：男性 ▲21万人 女性 ▲64万人

派遣社員：男性 ▲15万人 女性 ▲1万人
契約社員：男性 ▲9万人 女性 ▲9万人

嘱託：男性 ▲7万人 女性 ▲8万人

（単位：万人）

【参考：2021年３月及び４月の雇用形態別の雇用者数の前々年同月差（男女別）】

３月 → ４月 ３月 → ４月
正規の職員・従業員：男性 ＋４万人→▲４万人 女性 ＋116万人→＋72万人

非正規の職員・従業員：男性 ▲25万人→▲19万人 女性 ▲97万人 →▲58万人
パート・アルバイト：男性 ＋４万人→▲５万人 女性 ▲67万人 →▲51万人

派遣社員：男性 ＋１万人→＋２万人 女性 ▲11万人 →＋２万人
契約社員：男性 ▲22万人→▲８万人 女性 ▲25万人 →▲10万人

嘱託：男性 ▲３万人→▲10万人 女性 ▲１万人 →±０万人

雇用形態別・性別にみた雇用者の動向（前年同月差）

雇用形態別・性別にみた雇用者数の動向について

資料出所 総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
注） １）参考として記載している雇用者数については、原数値となっている。

２）非正規の職員・従業員については、「パート・アルバイト」「労働者派遣事業所の派遣社員」「契約社員」「嘱託」以外に、「その他」があるが、ここでは割愛している。
３）2020年７月は、非正規の職員・従業員の男女計の前年同月差が過去最大の減少幅となった。 20

○ 令和３年４月の非正規雇用労働者の前年同月差は、昨年４月に緊急事態宣言が発令された影響により、女性パート・アルバイトを中心に、大幅
に減少したことによる「反動増」がみられるため、前々年同月差をみると、女性パート・アルバイトは引き続き減少幅が大きいものの、その減少
幅は縮小している。また、女性の派遣社員や契約社員についても、３月から４月にかけて増加又は減少幅の縮小がみられる。

○ 正規雇用労働者の前々年同月差をみると、３月から４月にかけて、男性が減少しているものの、女性の増加幅の縮小も顕著となっており、単月
の動きではあるが、引き続き注視が必要である。



雇用形態別にみた休業者数の動向（就業者に占める休業者割合）

21

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」より作成
（注）労働力調査における「休業者」とは、仕事を持っていながら調査週間中に病気や休暇などのため仕事をしなかった者のうち、

① 雇用者で、仕事を休んでいても給料・賃金の支払を受けている者又は受けることになっている者（職場の就業規則などで定められている育児（介護）休業期間中の者も、職場
から給料・賃金をもらうことになっている場合は休業者となる。雇用保険法に基づく育児休業基本給付金や介護休業給付金をもらうことになっている場合も、休業者とする。）

② 自営業主で、自分の経営する事業を持ったままで、その仕事を休み始めてから30日にならない者
をいう。家族従業者で調査週間中に仕事をしなかった者は休業者にはならず、完全失業者又は非労働力人口のいずれかとなる。

（単位：％）
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性・年齢階級別にみた非労働力人口の動向
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（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」より作成

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 1月 2月 3月 4月

15歳以上計 -78 -80 -78 -43 -51 -72 -62 -59 -71 -74 -46 -77 -61 -42 -20 58 37 36 24 11 32 22 -10 -3 -8 -19 5 -83 -69 -61 -15 -25

15～24歳 -26 -20 -19 -28 -27 -18 -19 -19 -28 -20 -9 -20 -12 -15 -3 12 16 15 8 -5 12 17 4 -3 -2 -14 -14 -20 -14 -29 -17 -8

25～34歳 -1 -7 -10 -5 -11 -6 -5 -13 -5 -6 0 -12 -14 -12 -10 -3 -2 0 10 1 0 -6 -24 -17 -17 -7 -4 -14 -31 -19 -14 -17

35～44歳 -22 -16 -8 -2 -3 -28 -20 -13 -23 -21 -19 -10 -8 -2 -4 9 6 11 6 2 8 -11 -4 -4 -7 -11 -8 -28 -15 -13 -12 -19

45～54歳 -8 -17 -19 -6 -12 -5 -3 -9 -4 -3 -1 -11 -10 -2 2 -2 1 5 7 11 8 14 1 6 10 10 12 -6 0 8 14 -8

55～64歳 -22 -31 -30 -19 -12 -19 -14 -7 -11 -21 -13 -9 -9 -18 -15 9 -3 -13 -11 -13 -12 -4 -9 -9 -12 -2 3 -22 -21 -20 -12 -13

65歳以上 1 11 6 17 14 6 0 1 -1 -3 -5 -16 -8 7 12 35 20 17 3 15 16 10 22 25 21 5 15 7 13 12 27 42

15歳以上計 -14 -28 -29 -6 -6 -14 -21 -24 -15 -15 -2 -8 -24 -11 -5 10 18 20 -4 -4 3 0 2 0 -7 -8 13 -20 -31 -19 8 -10

15～24歳 -14 -19 -17 -13 -6 -5 -10 -10 -11 -11 -2 -5 -3 -6 1 4 4 2 -2 -4 2 8 2 -2 -1 -2 -2 -10 -4 -8 -1 -6

25～34歳 4 0 -4 -3 -3 0 3 1 6 6 3 -1 -6 2 0 2 8 8 4 0 -6 -4 -3 -3 -3 -2 -1 -5 -9 0 -1 -3

35～44歳 -4 1 2 2 3 -2 -4 -1 -4 0 1 4 2 -2 -1 0 2 4 1 -1 6 -2 -3 -2 -5 -3 0 -6 -3 -5 -1 -6

45～54歳 4 -3 1 5 1 -1 0 1 4 2 1 -4 -5 1 2 -6 0 2 -4 2 1 3 2 -1 -2 0 3 0 -7 1 5 -6

55～64歳 -7 -8 -7 -1 2 0 -4 -8 -7 -7 2 6 -5 -12 -4 -1 -7 -2 -1 -6 -6 -3 -7 -8 -3 3 1 -10 -8 -9 -3 -11

65歳以上 2 0 -5 4 -5 -8 -7 -6 -2 -4 -7 -9 -7 5 -3 10 13 8 -2 4 5 -3 10 16 6 -3 13 12 -1 2 10 22

15歳以上計 -64 -52 -49 -37 -44 -56 -42 -35 -56 -59 -44 -68 -38 -31 -15 48 19 15 29 15 29 22 -13 -4 0 -11 -8 -64 -38 -42 -23 -16

15～24歳 -12 -1 -2 -15 -21 -15 -10 -8 -17 -10 -8 -15 -9 -9 -4 8 12 14 11 -1 11 11 2 -1 -1 -12 -11 -10 -10 -21 -15 -2

25～34歳 -5 -6 -6 -3 -8 -6 -9 -14 -11 -12 -2 -10 -8 -16 -10 -6 -9 -8 6 2 6 -2 -21 -14 -15 -5 -3 -8 -23 -21 -13 -14

35～44歳 -17 -17 -9 -4 -7 -26 -16 -13 -18 -20 -20 -15 -9 -1 -4 9 4 7 5 4 0 -9 -1 -1 -4 -7 -8 -22 -13 -8 -12 -13

45～54歳 -12 -15 -20 -10 -13 -5 -4 -10 -8 -5 -2 -7 -5 -3 -1 2 1 4 11 9 7 10 0 7 12 10 9 -5 7 7 8 -3

55～64歳 -16 -23 -22 -18 -13 -19 -10 2 -3 -14 -15 -15 -4 -6 -11 10 3 -11 -10 -8 -7 0 -3 -1 -9 -5 3 -13 -13 -11 -8 -3

65歳以上 -2 11 11 13 19 14 7 7 1 2 3 -7 -1 3 15 25 7 10 5 11 11 13 11 9 15 8 2 -5 14 11 17 20

前々年同月差（万人）

令和元年 令和２年 令和３年 令和３年

前年同月差（万人）

女
性

男
性

男
女

計



（イ）地域別の状況

23



地域別景気の現状判断（方向性）ＤＩ

24

（資料出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」
（注）１．季節調整値。

２．ＤＩは、３か月前と比較した景気の現状について、「良くなっている」を＋１点、「やや良くなっている」を＋0.75点、「変わらない」を＋0.5点、「やや悪くなって
いる」を＋0.25点、「悪くなっている」を０点として、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて算出されている。

３．「北海道」：北海道 「東北」：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 「北関東」：茨城、栃木、群馬 「南関東」：埼玉、千葉、東京、神奈川
「甲信越」：新潟、山梨、長野 「東海」：静岡、岐阜、愛知、三重 「北陸」：富山、石川、福井 「近畿」：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
「中国」：鳥取、島根、岡山、広島、山口 「四国」：徳島、香川、愛媛、高知 「九州」：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 「沖縄」：沖縄
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地域別景気の先行き判断（方向性）ＤＩ
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（資料出所）内閣府「景気ウォッチャー調査」
（注）１．季節調整値。

２．ＤＩは、２～３か月先の景気の先行きについて、「良くなる」を＋１点、「やや良くなる」を＋0.75点、「変わらない」を＋0.5点、「やや悪くなる」を＋0.25点、
「悪くなる」を０点として、これらを各回答区分の構成比（％）に乗じて算出されている。

３．「北海道」：北海道 「東北」：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 「北関東」：茨城、栃木、群馬 「南関東」：埼玉、千葉、東京、神奈川
「甲信越」：新潟、山梨、長野 「東海」：静岡、岐阜、愛知、三重 「北陸」：富山、石川、福井 「近畿」：滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
「中国」：鳥取、島根、岡山、広島、山口 「四国」：徳島、香川、愛媛、高知 「九州」：福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 「沖縄」：沖縄
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都道府県別の新規求人数の減少率
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（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。
（注）１．令和３年２～４月の新規求人数（各月の新規求人数（季節調整値）の合計）の令和元年10～12月の新規求人数（各月の新規求人数（季節調整値）の合計）との比較。

２．各ランクの数値は、各ランクに属する都道府県の新規求人数（季節調整値）を合算して算出。
３．棒グラフはランク別に色分けしている（黄：Ａランク 青：Ｂランク 赤：Ｃランク 緑：Ｄランク）。
４，都道府県別新規求人数は、就業地別のもの。
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ランク別完全失業率、非労働力人口及び有効求人倍率の推移
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○完全失業率の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。
（注）１．モデル推計による都道府県別結果。

２．各ランクに属する都道府県の完全失業者数と労働力人口をそれぞれが合算することにより算出。
３．各都道府県のランクは、現時点のランクにそろえている。

○有効求人倍率（就業地別）の推移

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」より作成。
（注）１．各ランクに属する都道府県の有効求人数（就業地別）と有効求職者数をそれぞれが合算することにより算出。

２．月次の数値については、１の計算において、有効求人数と有効求職者数の季節調整値を用いている。
３．各都道府県のランクは、現時点のランクにそろえている。
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○非労働力人口の前年（同期）比の推移

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」より作成。
（注）１．モデル推計による都道府県別結果。

２．各ランクに属する都道府県の非労働力人口を合算することにより算出。
３．各都道府県のランクは、現時点のランクにそろえている。
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（ウ）産業別の状況
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（％）

１月 ２月 ３月 ４月 ２月 ３月 ４月
 卸売業,小売業 ▲ 17.2 ▲ 23.2 ▲ 12.6 8.5 ▲ 36.8 ▲ 25.7 ▲ 29.3

 卸売業 ▲ 17.1 ▲ 17.6 2.9 24.4 ▲ 31.5 ▲ 17.0 ▲ 23.2
 小売業 ▲ 17.3 ▲ 24.7 ▲ 16.9 4.5 ▲ 38.2 ▲ 28.3 ▲ 30.9

令和３年
１月 （参考）前々年同月比

（％）

令和２年

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 ２月 ３月 ４月

全 産 業 -31.9 -32.1 -18.3 -28.6 -27.8 -17.3 -23.2 -21.4 -18.6 -11.6 -14.6 -0.7 15.2 -26.1 -12.7 -21.5
建設業 -15.8 -11.3 2.6 -9.8 -6.4 5.9 -2.5 -4.4 6.5 11.9 10.0 16.3 17.9 -3.1 8.8 -0.7
製造業 -40.3 -42.8 -34.2 -40.9 -38.3 -26.7 -29.4 -24.9 -18.0 -11.3 -9.8 8.5 32.8 -32.0 -16.3 -20.8
情報通信業 -36.0 -33.6 -19.7 -34.1 -34.6 -21.8 -28.6 -33.4 -26.8 -16.3 -23.2 -11.0 14.7 -33.3 -19.1 -26.6
運輸業,郵便業 -30.6 -37.0 -26.8 -30.7 -30.7 -25.1 -23.4 -27.1 -25.2 -10.7 -21.0 -6.7 8.3 -31.4 -20.4 -24.8
卸売業,小売業 -34.8 -35.9 -26.9 -33.4 -34.0 -28.3 -32.6 -27.4 -28.3 -17.2 -23.2 -12.6 8.5 -36.8 -25.7 -29.3
学術研究,専門・技術サービス業 -36.6 -35.4 -15.7 -26.9 -27.6 -14.8 -23.1 -23.1 -18.9 -12.2 -9.4 5.7 24.2 -25.5 -9.8 -21.3
宿泊業,飲食サービス業 -47.9 -55.9 -29.4 -44.0 -49.1 -32.2 -38.2 -34.7 -31.4 -37.5 -41.0 -6.0 2.9 -48.0 -24.8 -46.4
生活関連サービス業,娯楽業 -44.0 -44.2 -34.8 -34.5 -41.0 -32.9 -35.4 -32.9 -30.8 -26.2 -23.2 -14.8 25.2 -37.0 -28.9 -29.9
教育,学習支援業 -38.1 -36.6 -14.7 -21.6 -23.9 -0.2 -22.1 -26.4 -9.2 -11.6 -18.8 0.1 43.6 -24.8 1.4 -11.1
医療,福祉 -21.7 -17.9 -9.0 -21.0 -16.0 -7.8 -15.1 -12.0 -12.0 -5.1 -7.9 -1.3 12.9 -14.4 -4.7 -11.6
サービス業(他に分類されないもの) -36.5 -37.7 -22.6 -32.2 -32.2 -18.9 -24.3 -23.5 -16.5 -6.9 -12.5 7.0 19.0 -30.8 -12.4 -24.5

令和３年 （参考）前々年同月比

●主要産業別の新規求人数（前年同月比がプラス,又は,減少幅が縮小している業種を機械的に赤網掛け。掲載している中分類業種がいずれも左記の場合、大分類業種を赤網掛け｡）

○ 新規求人数の前年同月比を業種別にみると、産業計では、令和３年４月の産業計は15.2％増加となり、３月の0.7％減少と比較すれば、大きな増加幅に転じたものの、昨年
４月に緊急事態宣言が発令された影響により、新規求人数が大幅に減少したことによる「反動増」となっている。このため、前々年同月比をみると、４月は21.5％減少と、
３月の12.7％減少と比較し、その減少幅が拡大しており、また、大きな減少幅が続いている状況にある。

○ 都道府県労働局等の情報によれば、「電気機械器具製造業」では、緊急事態宣言下において在宅の時間が長くなる中で、電気製品の買替等へのニーズも高まっており、求
人が提出されている。また、「自動車・同付属品製造業」では、求人提出の動きがあるものの、世界的な半導体需要の高まりにより半導体の供給制約による自動車の生産調
整等が懸念される中で、ルネサス工場の火災もあり、国内のサプライチェーンにおける雇用に与える影響について、引き続きしっかりと注視していく。

○ 「宿泊業,飲食サービス業」については、前々年同月比も大きな減少幅が続いており、４月に緊急事態宣言等が発令された中で、非常に厳しい状況が続いている。

産業別の新規求人数の動向について

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
注） いずれもパートを含む値。 令和２年１月～３月は、求人票の記載項目の拡充により、求人の更新が差し控えられる等、前年比をマイナス方向に押し下げる影響が生じていることに留意が必要。

●宿泊業,飲食サービス業

●医療,福祉

●製造業

●サービス業（他に分類されないもの）

●卸売業,小売業

●運輸業,郵便業

※「その他の事業サービス業」には「建物サービス業(ビルメンテナンス,清掃,消毒など)」「警備業」が含まれる。

29

（％）

１月 ２月 ３月 ４月 ２月 ３月 ４月
製造業 ▲ 11.3 ▲ 9.8 8.5 32.8 ▲ 32.0 ▲ 16.3 ▲ 20.8

 食料品製造業　　　　 ▲ 16.5 ▲ 23.2 4.3 20.1 ▲ 39.3 ▲ 16.9 ▲ 20.9
 はん用機械器具製造業 ▲ 9.3 1.8 13.5 26.6 ▲ 23.6 ▲ 13.8 ▲ 22.0
 電子部品・デバイス・電子回路製造業　　　▲ 1.3 19.0 19.3 52.4 ▲ 8.3 17.1 7.2
 電気機械器具製造業 ▲ 10.4 ▲ 4.0 7.5 55.5 ▲ 32.0 ▲ 20.8 ▲ 18.2
 輸送用機械器具製造業 ▲ 7.0 ▲ 10.9 12.9 47.1 ▲ 34.7 ▲ 28.6 ▲ 33.3

自動車・同付属品製造業 0.8 ▲ 6.5 26.3 74.5 ▲ 34.4 ▲ 23.5 ▲ 32.5

令和３年 （参考）前々年同月比

（％）

１月 ２月 ３月 ４月 ２月 ３月 ４月

 サービス業（他に分類されないもの） ▲ 6.9 ▲ 12.5 7.0 19.0 ▲ 30.8 ▲ 12.4 ▲ 24.5
 職業紹介・労働者派遣業 ▲ 2.1 ▲ 8.7 18.0 39.4 ▲ 42.9 ▲ 22.5 ▲ 27.5
 その他の事業サービス業 ▲ 10.0 ▲ 16.4 4.6 11.7 ▲ 29.1 ▲ 9.4 ▲ 25.1

令和３年
１月 （参考）前々年同月比

（％）

１月 ２月 ３月 ４月 ２月 ３月 ４月

 宿泊業,飲食サービス業 ▲ 37.5 ▲ 41.0 ▲ 6.0 2.9 ▲ 48.0 ▲ 24.8 ▲ 46.4
 宿泊業 ▲ 40.1 ▲ 52.9 30.9 55.4 ▲ 59.2 ▲ 17.8 ▲ 47.5
 飲食店　　　 ▲ 38.4 ▲ 39.8 ▲ 13.3 ▲ 4.3 ▲ 46.7 ▲ 27.0 ▲ 47.4

（参考）前々年同月比
令和３年

１月

（％）

１月 ２月 ３月 ４月 ２月 ３月 ４月

 医療,福祉 ▲ 5.1 ▲ 7.9 ▲ 1.3 12.9 ▲ 14.4 ▲ 4.7 ▲ 11.6
 医療業 ▲ 9.9 ▲ 16.0 ▲ 1.5 15.1 ▲ 21.3 ▲ 7.7 ▲ 15.9
 社会保険・社会福祉・介護事業 ▲ 2.6 ▲ 3.5 ▲ 1.3 11.9 ▲ 10.8 ▲ 3.4 ▲ 9.5

（参考）前々年同月比
令和３年

１月

（％）

１月 ２月 ３月 ４月 ２月 ３月 ４月

 運輸業,郵便業 ▲ 10.7 ▲ 21.0 ▲ 6.7 8.3 ▲ 31.4 ▲ 20.4 ▲ 24.8
 道路貨物運送業 ▲ 4.0 ▲ 18.1 ▲ 9.0 5.5 ▲ 34.3 ▲ 25.7 ▲ 26.5
 鉄道・水運・航空運輸業 ▲ 10.9 ▲ 21.3 ▲ 6.6 8.4 45.9 25.7 33.1
 道路旅客運送業 ▲ 18.3 ▲ 24.6 ▲ 1.4 16.5 ▲ 23.0 ▲ 4.4 ▲ 17.1
 運輸に付帯するサービス業 ▲ 18.7 ▲ 20.0 ▲ 16.2 1.2 ▲ 33.6 ▲ 28.8 ▲ 27.0

（参考）前々年同月比
令和３年

１月
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産業別及び雇用形態別でみた雇用者数の動向

（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」により作成
（注）１）「農業,林業」「複合型サービス業」「公務」の業種は割愛している。

２）労働力調査（基本集計）における雇用形態別の雇用者の月次の動向については、2013年１月以降に調査を開始しており、遡れる比較対象として2013年１月を例示している。

（単位：万人）

○ 昨年４月に緊急事態宣言が発令された影響により、「宿泊業,飲食サービス業」などにおいて、雇用者数が大幅に減少したことによる「反動
増」がみられるため、前々年同月差をみると、３月から４月にかけて、
・正規雇用労働者については、「製造業」「医療,福祉」などにおいて大きい増加がみられた一方で、「卸売業,小売業」などにおいて大きな減少
がみられた。

・非正規雇用労働者については、「宿泊業,飲食サービス業」「卸売業,小売業」「医療,福祉」などにおいて減少がみられた一方で、「情報通信
業」「サービス業（他に分類されないもの）」「製造業」などにおいて増加がみられる。

30

正規雇用労働者数
非正規雇用労働者数

2013年４月

2019年４月

2020年４月

2021年４月

【参考：2021年３月及び４月の主な産業別の雇用者数の前々年同月差（雇用形態別）】
３月 → ４月 ３月 → ４月

製造業：正規 ＋31万人→＋44万人 非正規 ▲48万人→▲44万人
情報通信業：正規 ＋24万人→＋25万人 非正規 ＋１万人→＋８万人

運輸業，郵便業：正規 ＋１万人→±０万人 非正規 ±０万人→±０万人
卸売業，小売業：正規 ＋５万人→▲13万人 非正規 ＋６万人→▲４万人

宿泊業，飲食サービス業：正規 ▲13万人→▲10万人 非正規 ▲33万人→▲41万人
生活関連サービス業，娯楽業：正規 ＋５万人→＋２万人 非正規 ▲15万人→▲13万人

医療，福祉：正規 ＋18万人→＋29万人 非正規 ＋38万人→＋19万人
サービス業(他に分類されないもの)：正規 ▲10万人→▲７万人 非正規 ▲５万人→＋３万人



産業別にみた休業者数の動向（雇用者に占める休業者割合）
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（資料出所）総務省「労働力調査（基本集計）」より作成

(単位：％）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

全産業 2.6 2.5 3.2 2.5 2.1 2.1 2.7 2.9 2.2 2.1 2.1 2.4 2.6 2.7 3.5 8.7 6.0 3.2 3.0 2.9 2.8 2.4 2.4 2.7 3.2 3.0 3.1 2.8

建設業 2.6 2.3 2.4 2.4 2.2 1.9 1.7 1.7 1.2 1.7 1.7 2.0 2.1 2.2 2.7 4.7 4.0 3.1 2.9 2.5 1.7 1.7 1.9 2.9 3.0 2.5 2.5 2.5

製造業 1.4 1.2 1.5 2.1 1.5 1.4 1.8 1.5 1.4 1.4 1.6 1.9 2.0 1.6 1.8 5.3 3.4 2.3 2.3 2.1 1.9 1.7 1.7 2.3 2.1 1.6 2.0 2.0

情報通信業 3.2 3.6 2.8 2.8 2.3 1.9 1.3 1.8 2.4 2.4 2.3 1.8 3.0 4.1 2.3 4.8 3.5 2.8 2.5 1.7 2.6 2.3 1.7 2.5 2.5 2.6 2.9 1.6

運輸業，郵便業 1.7 2.1 2.8 2.2 1.8 2.0 2.1 2.4 1.8 1.5 1.8 1.8 2.4 2.4 3.0 7.1 5.4 3.3 2.7 2.5 2.1 2.7 2.4 2.4 2.8 2.7 3.0 2.7

卸売業，小売業 2.2 2.1 2.7 1.9 2.0 1.5 2.1 2.3 1.8 1.8 1.9 2.0 2.0 2.3 2.8 8.5 4.6 2.7 2.3 2.6 2.4 1.9 1.9 1.6 2.1 2.5 2.2 2.4

金融業，保険業 2.6 3.8 3.2 3.1 1.7 1.8 3.2 4.4 1.8 2.4 1.7 2.3 3.2 3.3 2.7 7.4 4.8 3.1 4.5 3.6 3.3 2.3 3.0 3.0 3.2 2.5 3.2 2.6

不動産業，物品賃貸業 2.8 2.7 2.6 0.9 2.6 1.6 1.7 3.6 1.8 0.8 1.7 2.6 3.4 2.5 3.4 6.7 4.2 3.3 2.3 2.3 2.3 2.5 2.3 2.5 3.3 2.3 2.4 1.7

学術研究，専門・技術サービス業 2.2 2.8 2.9 2.2 1.5 2.2 2.3 2.8 2.6 2.0 1.5 2.6 2.1 3.4 2.7 6.3 5.2 3.6 2.7 2.8 3.2 2.0 3.1 2.6 2.6 2.6 2.7 1.6

宿泊業，飲食サービス業 3.3 3.1 6.4 2.8 2.0 2.5 5.9 4.9 2.8 2.1 2.2 2.7 3.4 3.9 6.8 29.3 21.3 8.1 5.8 6.0 4.7 3.4 2.9 3.0 7.3 7.8 5.8 5.9

生活関連サービス業，娯楽業 3.8 2.7 2.7 2.2 2.0 3.1 2.6 3.2 2.7 3.1 2.2 2.2 3.3 2.8 5.4 27.0 16.8 6.9 5.6 4.0 3.7 3.7 3.6 2.9 5.3 4.5 5.1 4.0

教育，学習支援業 3.7 4.5 8.0 3.0 3.0 2.9 6.8 8.3 3.7 2.3 2.9 4.4 2.3 3.3 8.8 15.0 9.6 3.0 3.3 4.1 3.6 3.2 3.4 5.0 4.3 4.0 6.9 3.2

医療，福祉 3.2 2.9 3.7 3.0 2.9 2.9 2.9 3.0 3.1 3.2 2.7 3.1 3.2 3.0 4.1 5.9 4.2 2.8 2.9 3.0 3.2 3.0 3.1 3.1 3.5 3.1 3.5 3.1

サービス業（他に分類されないもの） 2.9 2.5 2.2 2.0 1.8 1.5 1.9 2.2 2.0 2.0 1.7 2.4 2.7 2.7 3.5 7.8 6.3 3.9 3.0 2.7 2.5 2.2 2.2 2.5 3.5 3.8 2.8 2.5

令和元年 令和２年 令和３年



産業別にみた現金給与総額の動向
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（資料出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成
（注）１．事業所規模５人以上の就業形態計の数値。

２．令和３年４月は速報値。

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 1月 2月 3月 4月

全産業 -0.7 -0.7 -1.3 -0.5 -0.5 0.3 -1.0 -0.1 0.5 0.0 0.1 -0.2 1.2 0.7 0.0 -0.6 -2.3 -2.0 -1.5 -1.3 -0.9 -0.7 -1.8 -3.0 -1.3 -0.4 0.6 1.6 -0.1 0.4 0.6 1.0

建設業 5.9 2.3 2.4 3.8 1.0 0.0 -3.0 5.9 6.2 3.4 4.6 3.6 2.8 2.9 4.7 1.2 -1.4 6.1 -1.9 -0.8 -3.5 -1.2 -0.7 -2.7 -2.2 -0.1 -1.8 0.1 0.5 2.8 2.8 1.3

製造業 -0.5 -0.1 0.5 -0.1 3.2 -1.6 -0.6 0.5 -0.6 -0.6 1.1 -1.8 -0.1 -0.4 -2.2 -2.3 -4.5 -5.9 -5.1 -3.6 -1.8 -1.3 -3.5 -5.0 0.1 -0.1 1.7 2.6 0.0 -0.5 -0.5 0.2

情報通信業 -7.8 -0.8 -1.8 2.0 -1.3 1.2 -8.0 0.5 -0.6 4.2 0.2 -2.0 3.0 2.0 0.6 0.4 0.1 -4.3 2.9 1.4 -0.8 -3.6 -0.1 -0.3 -0.2 -1.4 0.9 2.0 2.7 0.6 1.5 2.4

運輸業，郵便業 0.5 0.0 -1.7 -1.9 5.9 0.1 2.5 1.3 2.3 1.3 3.0 2.3 -0.2 1.0 0.1 -2.0 -6.9 -10.7 -4.3 -5.9 -3.0 -2.3 -8.0 -8.9 -1.7 -2.6 -1.7 4.3 -1.9 -1.6 -1.6 2.2

卸売業，小売業 -2.2 -1.0 -3.2 -0.9 -1.9 -3.7 2.2 -1.9 -1.2 -0.4 -1.9 -1.1 3.3 1.7 0.5 1.5 -1.7 -1.2 0.2 0.5 1.3 -0.6 -1.3 -1.2 -0.4 0.6 1.8 1.8 2.8 2.3 2.3 3.4

金融業，保険業 10.6 -10.7 -2.9 -2.3 -15.0 5.5 -1.7 2.8 1.9 2.6 5.5 1.2 0.3 1.9 -1.0 2.1 1.0 2.7 0.8 -0.2 0.4 0.3 -1.1 2.4 -7.8 -1.5 -7.6 -0.5 -7.5 0.4 -8.5 1.6

不動産業，物品賃貸業 -6.8 -1.9 -6.0 -4.7 -3.0 11.5 -5.0 -1.1 3.3 -0.9 -0.1 4.5 2.8 4.1 1.1 -0.3 0.8 -2.8 10.2 3.5 2.0 4.8 4.0 5.1 4.4 2.6 6.8 9.2 7.3 6.8 7.9 8.9

学術研究，専門・技術サービス業 5.2 4.5 1.8 -0.9 1.1 6.1 -1.1 0.8 3.9 -0.6 2.2 1.7 -1.7 1.4 4.6 0.9 -1.2 -1.6 -1.9 -2.9 -2.5 -2.5 -1.4 -3.0 -3.3 -3.5 -5.5 1.4 -5.0 -2.1 -1.1 2.3

宿泊業，飲食サービス業 -1.2 -1.3 -2.2 0.0 -2.1 -1.7 -3.6 -1.0 1.4 0.9 0.9 -0.4 2.2 -0.5 -3.8 -10.5 -9.1 -6.4 -6.5 -5.6 -4.5 -5.2 -6.4 -12.5 -8.9 -5.0 -2.3 3.3 -6.9 -5.4 -6.0 -7.5

生活関連サービス業，娯楽業 0.1 3.1 0.5 3.9 -0.6 -1.5 4.9 -0.3 1.1 1.5 -0.8 7.0 -0.7 2.1 -0.1 -7.6 -3.7 2.1 -7.8 -3.2 0.4 1.8 1.6 -9.7 3.4 -0.9 2.6 6.3 2.6 1.2 2.5 -1.8

教育，学習支援業 -2.3 -2.6 -3.9 -2.8 -2.4 1.0 -7.2 0.0 -3.0 -4.4 -2.5 -3.4 -1.9 1.4 0.6 2.0 1.2 3.3 4.0 0.1 0.7 2.4 1.7 -1.5 -0.9 -0.5 -1.7 -2.0 -2.8 0.9 -1.1 0.0

医療，福祉 -1.6 -0.5 -1.9 0.1 -0.8 2.7 0.2 -1.1 1.8 0.7 -1.0 1.8 3.1 0.9 1.7 1.3 -0.3 -0.1 0.3 0.2 -0.5 0.3 0.9 -2.3 -1.5 -0.2 2.0 -0.7 1.5 0.7 3.7 0.6

サービス業（他に分類されないもの） 0.5 2.8 2.8 0.4 2.6 2.9 3.3 0.4 1.6 0.2 0.4 3.0 1.8 -0.8 -0.2 -1.6 -3.2 -6.3 -2.7 -0.3 -2.1 -0.1 -1.5 -3.5 1.0 2.8 4.3 5.3 2.9 2.0 4.1 3.7

前年同月比（％） 前々年同月比（％）

令和元年 令和２年 令和３年 令和３年



産業別にみた総実労働時間の動向
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（資料出所）厚生労働省「毎月勤労統計調査」より作成
（注）１．事業所規模５人以上の就業形態計の数値。

２．令和３年４月は速報値。

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 1月 2月 3月 4月

全産業 -2.6 -0.8 -2.7 -1.8 -4.4 -3.3 -0.8 -3.0 -0.6 -2.3 -3.7 -0.4 0.8 -1.6 -1.2 -3.9 -9.5 -4.0 -2.7 -5.1 -1.7 0.3 -2.7 -2.5 -2.1 -3.5 0.8 4.3 -1.3 -5.0 -0.4 0.2

建設業 -1.8 1.5 -1.6 -1.1 -5.9 -2.0 1.3 -2.2 1.7 -1.8 -2.3 0.9 2.4 -1.5 -0.3 -1.5 -3.6 -0.8 -2.9 -4.1 -2.0 0.9 -2.6 -3.7 -2.6 -2.3 0.2 1.5 -0.2 -3.8 -0.1 0.0

製造業 -2.5 -0.5 -2.3 -1.7 -3.8 -3.5 -0.9 -1.9 -1.1 -2.8 -4.9 -1.6 1.7 -1.6 -1.3 -3.0 -10.7 -9.0 -5.3 -9.1 -3.5 -0.8 -2.7 -3.5 -2.7 -4.3 -0.6 3.3 -1.0 -5.8 -1.9 0.2

情報通信業 -3.2 -0.2 -2.7 -1.2 -3.5 -3.0 1.5 -2.6 1.1 0.1 -3.3 2.2 4.6 -0.2 1.9 1.6 -4.5 2.5 1.6 -2.1 3.0 5.2 0.6 1.1 0.3 -0.7 5.1 3.6 4.9 -0.9 7.0 5.3

運輸業，郵便業 -1.3 0.0 -0.9 -1.1 -1.3 -1.7 -0.4 -1.6 -1.2 -1.1 -2.7 -0.6 0.9 0.6 0.3 -1.8 -9.6 -6.5 -4.0 -6.3 -3.0 -1.2 -3.5 -2.9 -3.2 -5.7 -2.2 2.4 -2.4 -5.1 -1.9 0.5

卸売業，小売業 -3.1 -0.4 -2.0 -1.9 -3.4 -2.8 -1.7 -1.9 -0.5 -1.3 -2.9 -0.6 1.4 -0.3 0.1 -1.4 -6.7 -3.4 -0.4 -3.4 -0.7 0.7 -1.1 -1.3 -0.4 -2.3 -0.6 3.1 1.0 -2.6 -0.5 1.6

金融業，保険業 -2.9 0.5 -1.6 -1.6 -6.3 -5.5 0.9 -3.6 0.6 -1.6 -4.5 3.3 2.7 -2.6 1.1 0.4 -5.3 3.5 1.3 -3.9 1.2 4.1 -2.0 0.2 0.8 -0.8 4.9 6.5 3.6 -3.3 6.1 6.9

不動産業，物品賃貸業 -4.5 -1.9 -2.8 -2.9 -5.9 -2.8 0.4 -2.3 -0.2 -1.6 -1.8 -0.4 1.6 -1.0 -1.5 -3.8 -6.6 -3.9 -0.2 -3.6 -0.4 3.3 -0.2 -0.6 0.3 -0.2 2.3 9.2 1.9 -1.2 0.7 5.0

学術研究，専門・技術サービス業 -1.4 1.7 -2.9 -1.2 -4.8 -3.3 -0.6 -5.0 0.0 -1.0 -5.0 0.4 1.4 -3.6 0.5 -1.1 -6.9 -0.8 -1.0 -4.4 0.6 1.1 -2.1 -2.3 -0.4 -1.6 3.3 5.2 1.0 -5.1 3.8 4.0

宿泊業，飲食サービス業 -4.3 -3.5 -4.4 -3.0 -4.3 -4.0 -3.0 -4.1 -1.3 -2.0 -1.6 -1.6 -0.9 -1.1 -6.9 -21.6 -25.7 -15.1 -9.3 -10.4 -9.3 -6.9 -8.4 -9.3 -13.8 -14.9 -6.0 10.5 -14.6 -15.9 -12.5 -13.3

生活関連サービス業，娯楽業 -2.5 -0.8 -2.5 -2.8 -3.1 -2.5 -0.5 -2.6 -2.7 -3.7 -3.3 -2.5 -2.8 -1.6 -6.4 -20.4 -30.8 -17.7 -12.6 -10.0 -7.9 -4.6 -5.0 -6.2 -5.4 -9.9 -2.1 17.9 -8.0 -11.3 -8.3 -6.1

教育，学習支援業 -1.0 -1.6 -4.3 -1.9 -8.2 -4.4 0.0 -6.8 1.5 -4.6 -4.2 3.8 0.5 -2.4 -4.2 -5.1 -12.2 4.7 2.9 4.1 3.6 4.7 -3.4 0.6 -2.0 -2.3 11.7 11.2 -1.4 -4.6 7.0 5.5

医療，福祉 -2.7 -1.9 -3.0 -1.5 -5.2 -4.2 -0.1 -2.9 -0.2 -2.2 -3.0 -0.5 0.1 -1.9 -0.6 -1.2 -3.7 0.5 -1.3 -3.2 0.3 1.1 -2.1 -0.5 0.1 -1.3 2.0 1.4 0.2 -3.2 1.4 0.2

サービス業（他に分類されないもの） -1.6 -0.6 -2.3 -1.2 -3.5 -3.4 -0.7 -3.3 -1.0 -3.2 -4.9 -1.9 -0.8 -3.4 -2.5 -4.4 -9.8 -3.9 -3.4 -5.5 -1.9 0.6 -2.2 -1.5 0.0 -1.2 3.7 6.0 -0.8 -4.5 1.1 1.3

前年同月比（％） 前々年同月比（％）

令和元年 令和２年 令和３年 令和３年
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（単位：％）

令和３年

1 - 3 月 4 - 6 月 7 - 9 月 10-12月 1 - 3 月 4 - 6 月 7 - 9 月 10-12月 1 - 3 月

全産業（除く金融保険業） 3.5 3.4 3.8 4.6 5.0 5.4 5.5 5.9 5.9 5.7 6.0 6.7 5.0 5.3 4.7 4.6 4.4 4.0 5.6 6.0
製造業 4.2 3.6 3.9 5.7 6.1 6.1 5.8 7.6 7.5 6.3 6.0 7.7 5.7 5.8 5.5 4.7 4.9 4.8 7.5 7.8

食料品製造業 2.9 3.7 3.7 3.9 3.4 4.7 4.9 5.6 5.0 4.6 2.9 5.5 5.2 4.5 3.8 3.2 2.6 4.9 4.6 2.6
繊維工業 1.4 3.1 3.5 4.1 3.5 2.4 4.2 4.2 4.0 4.4 2.7 7.0 3.9 4.3 4.6 1.6 5.1 1.9 9.9 ▲ 2.0
木材・木製品製造業 3.3 3.6 0.6 2.8 3.5 1.9 4.2 4.2 5.3 4.2 4.0 3.7 4.3 4.8 4.3 4.4 4.1 2.6 6.0 3.9
パルプ・紙・紙加工品製造業 3.2 3.8 3.1 3.1 3.4 3.9 4.2 3.3 2.7 4.3 2.4 5.0 4.7 5.0 4.9 4.1 4.9 3.9 6.5 8.3
印刷・同関連業 2.5 2.3 2.7 4.0 3.1 2.7 3.3 3.5 3.4 3.5 3.8 4.8 2.3 3.4 2.8 3.8 1.4 1.4 4.3 6.9
化学工業 8.5 8.4 7.5 8.8 9.1 9.1 9.9 11.8 11.6 10.8 8.9 13.4 9.9 11.0 10.7 9.1 12.6 9.3 11.9 9.8
石油製品・石炭製品製造業 1.8 2.8 0.3 1.4 ▲ 0.3 ▲ 0.2 2.6 3.9 2.4 1.7 1.7 2.3 0.5 2.3 ▲ 1.1 ▲ 5.8 ▲ 7.4 6.6 4.3 8.1
窯業・土石製品製造業 5.4 4.7 4.2 6.2 5.8 5.5 5.8 7.6 8.3 8.4 8.3 6.8 6.5 11.8 5.5 5.3 5.6 3.5 7.4 8.1
鉄鋼業 3.6 2.5 0.3 4.1 5.3 4.3 2.3 4.4 4.3 2.0 2.9 3.5 0.0 1.4 ▲ 0.1 0.0 ▲ 1.6 ▲ 4.0 4.4 4.1
非鉄金属製造業 3.8 3.3 4.2 5.1 4.3 4.5 4.5 5.9 5.0 5.2 4.5 6.1 4.1 5.9 4.1 3.8 4.1 3.5 5.0 5.2
金属製品製造業 4.5 3.4 3.9 5.3 5.9 5.6 6.4 6.5 5.8 5.4 5.9 6.7 2.9 5.9 5.2 8.7 0.4 4.1 6.5 9.3
はん用機械器具製造業 3.5 3.9 4.8 6.2 8.4 7.1 6.2 9.4 9.0 7.9 11.7 5.9 8.8 3.9 6.1 8.9 4.1 4.0 6.6 13.1
生産用機械器具製造業 4.2 5.0 4.7 6.2 7.6 7.6 6.1 8.6 9.8 9.0 11.9 9.6 7.8 5.9 8.8 10.0 8.0 6.8 10.2 12.5
業務用機械器具製造業 6.3 6.8 6.5 8.3 9.2 8.9 7.6 9.4 9.6 7.0 7.8 8.5 7.0 4.8 6.4 6.8 6.5 4.3 7.7 13.6
電気機械器具製造業 4.6 4.4 2.9 4.4 6.6 5.6 4.6 8.7 8.5 6.8 5.0 9.0 5.8 8.0 6.4 4.6 7.7 4.3 9.6 7.9
情報通信機械器具製造業 2.4 1.2 1.7 4.3 5.5 4.7 4.6 7.1 10.0 5.0 5.9 4.5 5.1 4.3 4.6 5.2 3.7 3.4 5.7 8.1
輸送用機械器具製造業 4.4 1.9 4.8 8.4 8.8 8.5 6.5 8.6 7.6 6.1 5.2 9.1 5.6 4.6 4.4 2.3 3.5 4.0 7.3 6.3
自動車・同附属品製造業 4.2 1.5 4.8 8.6 9.0 8.8 6.8 9.0 8.1 6.5 5.3 9.7 5.9 4.9 4.6 2.2 3.6 4.2 7.7 6.5
その他の輸送用機械器具製造業 6.2 5.0 4.9 6.9 6.1 5.2 3.7 5.2 2.4 2.1 3.4 2.0 1.9 1.1 2.3 3.4 2.2 1.9 1.4 4.0
その他の製造業 4.4 2.3 4.3 5.7 5.1 6.3 6.8 7.5 6.9 7.0 7.1 7.7 6.6 6.7 7.5 6.0 7.1 7.3 9.3 11.9

非製造業 3.2 3.3 3.8 4.1 4.5 5.0 5.4 5.2 5.2 5.5 6.0 6.3 4.7 5.1 4.3 4.6 4.1 3.7 4.8 5.3
農林水産業 0.6 5.0 3.5 5.0 4.0 3.7 5.9 2.7 2.0 3.4 5.3 1.8 ▲ 1.5 6.8 1.2 3.7 ▲ 5.3 0.0 5.3 6.7

農業、林業 0.3 4.6 2.7 5.7 3.4 3.2 6.5 2.8 0.3 4.1 4.0 2.2 2.3 6.9 2.6 1.9 ▲ 3.8 2.9 8.3 6.9
漁業 1.3 5.8 5.1 3.3 6.4 5.2 4.3 2.2 7.2 1.6 9.4 1.0 ▲ 10.4 6.3 ▲ 2.2 8.4 ▲ 9.3 ▲ 8.2 ▲ 1.9 6.0

鉱業、採石業、砂利採取業 29.4 30.9 35.8 35.3 35.8 24.1 14.0 21.6 19.9 22.8 20.7 24.5 23.8 22.4 8.8 19.3 13.7 13.2 ▲ 17.3 20.6
建設業 2.6 2.4 3.1 3.4 4.6 5.7 6.4 6.3 5.9 6.0 8.9 4.7 5.8 3.8 6.1 8.6 4.0 5.2 5.6 9.8
電気業 5.2 ▲ 2.9 ▲ 6.8 ▲ 2.6 0.1 5.4 4.6 3.2 3.3 4.2 2.8 7.3 4.7 1.6 4.2 0.9 7.5 8.3 ▲ 0.1 ▲ 1.8
ガス・熱供給・水道業 5.4 2.8 7.0 4.1 4.6 9.7 6.5 5.2 3.8 5.9 10.4 10.6 0.0 0.3 5.4 6.8 7.6 4.2 2.4 4.8
情報通信業 6.8 7.7 8.6 8.3 8.6 8.9 9.2 9.7 10.0 9.7 7.6 12.7 8.9 10.0 9.5 7.6 12.0 9.2 9.4 8.5
運輸業、郵便業 4.6 4.0 4.9 5.4 5.3 6.5 5.9 6.3 7.2 6.8 3.3 8.3 7.7 8.2 ▲ 1.8 0.4 ▲ 6.8 ▲ 1.3 ▲ 0.2 ▲ 0.4

陸運業 4.9 4.4 5.3 6.1 6.1 7.6 7.2 7.5 8.5 7.9 4.1 9.5 8.4 9.3 ▲ 0.6 0.9 ▲ 6.0 ▲ 0.8 2.9 ▲ 3.3
水運業 4.9 0.3 0.8 3.4 3.5 3.7 1.6 2.5 2.5 4.6 2.2 5.1 6.0 5.0 2.0 ▲ 0.9 1.5 2.1 5.5 7.4
その他の運輸業 4.0 4.6 5.6 4.7 4.4 5.2 5.0 5.6 6.5 5.4 2.0 6.7 6.7 6.7 ▲ 5.9 0.0 ▲ 11.7 ▲ 3.7 ▲ 9.4 2.7

卸売業・小売業 1.6 2.1 2.4 2.4 2.4 2.5 2.5 2.7 2.8 2.9 2.5 3.4 2.9 2.7 2.7 2.2 2.4 2.4 3.6 2.6
卸売業 1.4 1.9 2.3 2.2 2.0 2.1 2.3 2.6 2.8 2.6 2.1 3.3 2.7 2.5 2.3 1.7 2.3 1.9 3.3 2.2
小売業 2.2 2.6 2.5 2.9 3.3 3.3 3.0 2.9 2.9 3.4 3.5 3.6 3.3 3.2 3.4 3.3 2.5 3.3 4.3 3.2

不動産業、物品賃貸業 7.7 8.1 9.4 9.8 10.5 12.2 12.2 12.3 12.0 11.6 13.0 13.2 9.8 10.3 10.1 9.0 11.3 9.6 10.9 10.8
不動産業 8.6 8.7 10.8 11.0 11.7 13.8 13.9 14.6 14.1 13.3 15.1 14.9 11.0 12.3 11.5 9.5 13.2 11.0 12.8 12.1
物品賃貸業 5.4 6.5 6.1 6.9 7.5 8.0 8.0 7.0 7.2 7.3 7.9 8.9 6.8 5.4 6.3 7.3 6.3 5.7 5.6 7.0

リース業 5.6 6.9 6.6 7.4 8.2 8.7 8.7 7.5 8.1 8.4 9.9 9.9 7.3 6.3 7.1 9.3 7.3 5.7 5.9 8.0
その他の物品賃貸業 4.6 4.7 3.8 4.5 4.0 4.6 4.7 5.2 4.2 4.3 2.5 6.4 5.4 3.1 3.2 1.3 2.7 5.9 4.0 3.3

サービス業 5.3 4.7 5.6 6.7 7.8 8.0 9.8 8.2 8.0 9.1 12.4 10.0 4.7 8.7 5.8 6.6 6.8 2.8 6.5 10.1
宿泊業、飲食サービス業 3.3 2.4 2.6 3.4 3.4 4.3 4.2 4.9 3.6 2.8 1.6 3.5 2.8 3.2 ▲ 7.8 ▲ 4.7 ▲ 26.6 ▲ 5.5 ▲ 0.3 ▲ 11.2

宿泊業 0.8 ▲ 0.8 1.2 4.5 4.1 5.9 7.7 8.2 4.5 3.1 1.0 3.7 3.9 3.4 ▲ 18.5 ▲ 12.0 ▲ 96.3 ▲ 14.0 ▲ 1.1 ▲ 36.2
飲食サービス業 4.3 3.5 3.3 2.8 3.1 3.7 2.9 3.1 3.0 2.7 1.9 3.4 2.2 3.1 ▲ 4.7 ▲ 1.6 ▲ 16.1 ▲ 3.3 ▲ 0.1 ▲ 4.7

生活関連サービス業、娯楽業 3.1 3.2 3.6 4.1 4.5 4.1 3.8 4.3 4.1 4.1 3.0 5.4 4.8 2.7 ▲ 2.6 0.7 ▲ 14.9 ▲ 1.4 ▲ 0.1 ▲ 0.5
生活関連サービス業 4.2 4.0 4.3 3.1 3.1 4.4 3.4 3.4 2.2 2.8 1.1 3.4 1.9 4.9 ▲ 4.3 0.3 ▲ 18.5 ▲ 4.4 ▲ 0.5 ▲ 1.7
娯楽業 2.7 2.7 3.0 4.9 5.6 3.9 4.1 5.0 5.4 4.8 4.3 6.1 6.3 1.4 ▲ 1.6 0.9 ▲ 12.4 0.2 0.1 0.3

学術研究、専門・技術サービス業 8.7 8.5 10.8 12.5 15.6 16.4 22.4 14.4 16.0 19.9 27.4 22.5 5.1 19.5 15.9 15.8 26.6 6.1 12.9 23.3
広告業 3.1 2.9 3.7 4.7 5.3 4.7 4.1 3.8 4.1 3.3 4.5 1.6 2.8 3.9 2.6 4.1 ▲ 0.9 2.6 3.6 3.2
純粋持株会社 52.9 50.4 60.8 64.9 65.8 67.1 104.6 55.7 64.6 68.8 78.0 75.0 18.2 70.9 54.6 50.7 74.9 26.0 43.1 63.3
その他の学術研究、専門・技術サービス業 4.5 4.4 5.0 5.1 6.5 7.0 3.1 4.0 3.7 7.0 13.1 4.1 3.3 5.2 6.2 9.7 6.1 2.5 5.1 9.0

教育、学習支援業 9.1 2.5 6.1 7.2 7.6 5.1 4.7 8.1 7.4 5.6 3.6 1.7 9.1 7.5 4.4 7.9 ▲ 16.9 11.5 8.1 8.1
医療、福祉業 5.0 5.5 6.7 7.2 5.9 6.1 6.8 5.1 4.3 3.8 4.7 5.3 3.1 2.4 5.0 4.9 2.8 5.1 7.0 3.5
職業紹介・労働者派遣業 3.9 4.1 4.1 2.9 3.7 4.6 5.1 6.0 5.2 5.3 4.1 5.9 4.4 7.0 5.2 4.6 5.1 2.3 8.7 5.8
その他のサービス業 5.7 4.3 4.4 5.6 5.5 6.2 7.1 7.0 6.3 6.9 7.7 7.2 5.5 7.2 6.0 6.1 6.3 4.9 6.6 7.7

（資料出所）財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省労働基準局にて作成
（注）暦年の数値は、四半期データを合算して作成。

平成28
年

平成29
年

平成30
年

令和元年平成22
年

平成23
年

平成24
年

平成25
年

平成26
年

平成27
年

令和２年

売上高経常利益率
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純資産（＝資産－負債） （前年同期比）
（単位：％）

令和３年

1 - 3 月 4 - 6 月 7 - 9 月 10-12月 1 - 3 月 4 - 6 月 7 - 9 月 10-12月 1 - 3 月

全産業（除く金融保険業） 3.9 0.8 ▲ 0.4 4.7 7.7 7.6 3.4 6.7 6.4 3.6 4.2 4.1 2.5 3.7 ▲ 0.6 0.1 ▲ 1.3 ▲ 0.8 ▲ 0.5 2.3
製造業 1.9 2.4 ▲ 1.2 3.4 6.4 7.0 1.1 5.6 5.0 3.1 4.0 2.0 1.9 4.6 ▲ 1.2 ▲ 0.0 ▲ 1.8 ▲ 1.4 ▲ 1.6 1.7

食料品製造業 2.6 1.0 ▲ 2.2 4.6 11.7 1.2 ▲ 4.0 6.4 6.1 ▲ 5.7 1.1 ▲ 6.4 ▲ 10.6 ▲ 6.6 ▲ 6.1 ▲ 7.7 ▲ 6.0 ▲ 1.9 ▲ 8.5 ▲ 4.1
繊維工業 - 6.8 ▲ 15.6 4.5 ▲ 4.9 ▲ 2.9 8.4 7.2 ▲ 0.4 ▲ 2.3 ▲ 18.1 1.0 1.2 8.0 0.8 17.7 ▲ 4.3 ▲ 4.2 ▲ 3.4 ▲ 3.7
木材・木製品製造業 ▲ 8.4 ▲ 1.7 ▲ 29.6 ▲ 6.2 4.0 28.6 20.2 ▲ 28.3 ▲ 10.4 26.9 129.6 78.7 ▲ 18.3 ▲ 5.2 3.8 ▲ 8.2 ▲ 4.2 18.3 13.7 1.8
パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 3.0 ▲ 2.7 ▲ 5.9 ▲ 0.4 16.1 10.1 ▲ 2.1 10.8 8.2 1.3 13.9 1.5 ▲ 3.1 ▲ 5.7 ▲ 2.8 ▲ 11.4 ▲ 4.8 1.7 3.8 10.3
印刷・同関連業 ▲ 2.4 ▲ 11.1 ▲ 3.3 20.6 4.5 ▲ 9.2 17.3 ▲ 9.4 ▲ 8.2 15.2 ▲ 9.3 18.8 24.7 29.1 4.3 21.5 6.9 ▲ 7.8 0.6 14.5
化学工業 ▲ 0.5 ▲ 0.9 2.6 2.7 3.6 0.9 3.2 7.0 9.7 12.4 15.9 7.7 8.2 18.1 ▲ 0.1 ▲ 3.1 3.0 3.4 ▲ 3.5 ▲ 1.1
石油製品・石炭製品製造業 ▲ 0.0 5.5 ▲ 6.1 1.9 ▲ 6.1 ▲ 4.3 ▲ 5.5 1.9 2.4 6.1 ▲ 5.7 17.2 2.2 11.1 ▲ 12.0 0.7 ▲ 23.3 ▲ 13.1 ▲ 9.9 8.2
窯業・土石製品製造業 ▲ 6.1 0.5 0.2 6.3 4.0 4.0 ▲ 2.5 22.1 ▲ 4.9 3.2 ▲ 4.1 3.1 6.1 7.9 ▲ 4.1 8.5 ▲ 5.3 ▲ 8.1 ▲ 10.9 ▲ 10.1
鉄鋼業 3.1 ▲ 2.1 ▲ 0.3 ▲ 0.2 4.8 10.0 ▲ 6.6 2.4 7.9 ▲ 0.6 5.6 ▲ 0.5 ▲ 3.4 ▲ 3.6 ▲ 10.1 ▲ 10.5 ▲ 11.4 ▲ 12.5 ▲ 6.1 0.7
非鉄金属製造業 10.3 6.4 ▲ 3.4 6.7 11.6 1.8 ▲ 1.6 5.2 0.9 7.9 ▲ 0.0 8.3 10.2 13.4 2.7 10.1 ▲ 2.4 1.6 2.2 1.8
金属製品製造業 0.6 10.5 3.4 ▲ 5.3 ▲ 10.0 13.5 11.0 6.5 ▲ 2.7 6.2 ▲ 7.9 11.1 12.3 10.5 5.2 16.8 4.1 1.2 ▲ 0.1 ▲ 2.3
はん用機械器具製造業 - 17.0 11.3 ▲ 11.4 14.7 3.3 1.4 0.7 7.2 4.4 0.5 10.4 7.3 ▲ 0.1 ▲ 0.6 ▲ 1.6 ▲ 4.9 ▲ 2.7 7.1 12.6
生産用機械器具製造業 ▲ 8.1 ▲ 2.5 1.4 9.3 1.5 1.1 ▲ 1.6 16.0 16.1 0.7 13.7 1.5 ▲ 6.4 ▲ 4.6 ▲ 4.3 ▲ 7.6 ▲ 5.9 ▲ 3.1 ▲ 0.2 3.1
業務用機械器具製造業 10.1 12.7 ▲ 4.4 ▲ 5.9 ▲ 0.0 5.1 ▲ 4.3 1.3 3.4 9.7 4.0 22.5 7.4 5.1 ▲ 2.1 2.7 ▲ 12.0 ▲ 2.5 5.0 1.6
電気機械器具製造業 ▲ 4.1 5.8 ▲ 8.7 ▲ 11.6 8.0 12.3 2.1 10.7 6.5 0.3 9.2 ▲ 7.3 ▲ 2.2 2.3 0.6 0.1 2.7 1.3 ▲ 1.4 ▲ 3.7
情報通信機械器具製造業 4.2 7.7 ▲ 10.4 9.1 12.5 15.8 2.0 ▲ 3.8 18.2 ▲ 3.6 10.5 ▲ 12.0 ▲ 2.4 ▲ 8.7 ▲ 0.8 ▲ 1.4 0.1 ▲ 2.3 0.3 ▲ 2.2
輸送用機械器具製造業 7.0 ▲ 0.9 4.2 15.3 12.6 12.1 1.5 6.3 ▲ 0.6 2.0 ▲ 2.2 3.6 3.1 3.7 ▲ 0.8 ▲ 0.0 ▲ 1.7 ▲ 2.4 1.0 7.7
自動車・同附属品製造業 7.2 ▲ 1.1 3.7 16.2 13.1 12.4 ▲ 0.2 6.0 1.4 2.3 ▲ 0.1 2.3 2.1 4.8 ▲ 0.0 0.4 ▲ 0.4 ▲ 1.1 1.0 8.4
その他の輸送用機械器具製造業 5.5 0.9 10.6 5.5 6.4 8.5 24.2 8.9 ▲ 20.5 ▲ 1.5 ▲ 24.8 22.6 17.2 ▲ 10.7 ▲ 11.0 ▲ 5.6 ▲ 17.6 ▲ 18.6 0.5 ▲ 2.7
その他の製造業 6.9 3.6 3.4 ▲ 1.1 5.5 11.8 0.5 3.9 ▲ 1.7 1.3 ▲ 6.0 ▲ 2.2 2.4 11.5 0.3 7.0 ▲ 0.2 ▲ 1.4 ▲ 3.6 8.6

非製造業 5.1 ▲ 0.1 0.0 5.5 8.4 7.9 4.6 7.2 7.1 3.9 4.3 5.1 2.8 3.3 ▲ 0.4 0.2 ▲ 1.1 ▲ 0.5 0.0 2.5
農林水産業 ▲ 10.3 16.6 ▲ 18.2 1.0 ▲ 36.9 16.4 99.0 ▲ 5.9 15.1 22.8 13.4 36.3 36.9 8.8 ▲ 13.5 7.0 ▲ 20.0 ▲ 21.5 ▲ 16.7 ▲ 9.5

農業、林業 - 25.1 ▲ 29.1 ▲ 11.2 ▲ 54.6 ▲ 15.2 241.7 27.9 15.5 8.0 1.3 22.0 20.5 ▲ 5.8 2.2 1.7 1.0 5.6 0.5 0.1
漁業 14.1 ▲ 13.2 36.8 33.3 ▲ 5.6 43.0 27.4 ▲ 51.3 13.6 76.3 87.8 73.8 86.2 63.1 ▲ 47.9 24.5 ▲ 58.8 ▲ 74.2 ▲ 53.7 ▲ 35.2

鉱業、採石業、砂利採取業 21.7 15.6 11.4 17.0 4.6 ▲ 6.5 0.7 7.6 4.9 ▲ 0.5 10.9 ▲ 4.0 ▲ 5.1 ▲ 3.7 ▲ 10.7 ▲ 16.0 ▲ 4.0 ▲ 8.7 ▲ 13.1 ▲ 8.4
建設業 ▲ 9.8 ▲ 0.9 5.9 10.6 12.9 13.8 0.4 2.8 6.4 3.0 2.9 1.0 2.6 5.6 2.1 3.3 3.4 ▲ 0.1 1.8 5.0
電気業 0.7 ▲ 18.2 ▲ 12.6 ▲ 3.7 ▲ 0.9 13.4 20.8 ▲ 5.8 15.8 8.2 25.3 5.7 2.5 2.9 15.0 3.8 11.9 24.4 19.4 22.8
ガス・熱供給・水道業 0.5 2.0 2.0 7.3 5.7 6.2 6.1 4.0 1.9 0.8 1.9 0.1 0.1 1.3 2.4 ▲ 1.1 3.6 2.9 4.4 5.0
情報通信業 0.9 11.5 ▲ 2.4 ▲ 0.7 4.6 3.4 9.7 6.5 2.3 4.2 7.8 5.8 4.3 ▲ 0.9 ▲ 1.4 ▲ 2.0 ▲ 0.4 ▲ 6.2 3.5 0.1
運輸業、郵便業 1.5 5.7 ▲ 0.6 10.2 7.3 0.4 ▲ 4.8 4.0 14.0 1.8 13.8 ▲ 1.6 ▲ 3.3 ▲ 0.6 ▲ 1.1 ▲ 4.9 3.1 ▲ 0.8 ▲ 1.6 1.6

陸運業 2.8 5.8 ▲ 2.9 13.5 13.4 ▲ 0.1 ▲ 1.7 4.3 14.6 3.0 16.0 0.8 ▲ 3.5 0.2 ▲ 1.4 ▲ 5.1 3.5 ▲ 1.2 ▲ 2.5 ▲ 0.3
水運業 4.4 ▲ 2.1 0.5 ▲ 7.2 7.4 1.8 ▲ 12.9 ▲ 6.9 2.1 1.5 4.0 ▲ 1.3 ▲ 0.1 3.5 4.4 0.4 ▲ 6.5 ▲ 10.6 33.9 35.1
その他の運輸業 ▲ 2.3 8.3 4.2 9.0 ▲ 5.4 1.2 ▲ 9.7 6.4 15.8 ▲ 1.4 10.5 ▲ 7.4 ▲ 3.6 ▲ 3.6 ▲ 1.8 ▲ 5.8 4.2 2.7 ▲ 7.9 ▲ 1.4

卸売業・小売業 7.7 ▲ 0.1 ▲ 8.0 4.0 14.6 8.6 4.1 ▲ 0.3 ▲ 1.4 1.0 ▲ 6.1 6.0 1.1 3.6 4.8 1.6 2.7 7.3 7.5 6.5
卸売業 8.4 3.5 ▲ 11.6 ▲ 0.5 18.0 8.4 2.3 1.8 3.0 ▲ 1.2 ▲ 6.4 3.9 ▲ 2.2 0.7 1.3 ▲ 0.4 ▲ 1.2 2.5 4.1 3.4
小売業 6.4 ▲ 7.0 ▲ 0.5 12.4 9.1 8.9 7.4 ▲ 3.8 ▲ 9.4 5.4 ▲ 5.6 10.3 8.4 9.8 11.5 5.4 9.8 17.0 14.0 12.1

不動産業、物品賃貸業 - 4.1 ▲ 0.5 4.3 11.3 10.9 6.0 4.2 22.8 8.7 25.2 13.0 ▲ 0.1 ▲ 0.2 ▲ 2.4 ▲ 7.4 ▲ 4.4 ▲ 0.0 2.7 9.7
不動産業 13.7 5.2 ▲ 1.6 2.4 11.5 12.6 5.4 4.2 27.5 9.0 29.2 13.3 ▲ 1.3 ▲ 1.1 ▲ 3.4 ▲ 9.3 ▲ 5.7 ▲ 0.5 2.3 11.0
物品賃貸業 15.9 ▲ 2.6 6.7 15.8 10.3 1.7 9.4 4.4 ▲ 4.6 6.6 ▲ 0.2 11.4 9.2 6.5 6.0 8.6 5.6 3.7 6.1 1.0

リース業 15.2 ▲ 4.2 5.2 16.5 13.4 1.2 7.5 3.5 ▲ 5.4 3.9 ▲ 4.1 7.4 7.1 5.8 9.4 8.7 10.0 7.9 11.0 3.9
その他の物品賃貸業 24.3 13.4 19.2 10.4 ▲ 15.2 7.3 29.0 12.3 2.2 26.5 34.1 41.0 24.2 11.0 ▲ 14.6 8.5 ▲ 19.7 ▲ 22.4 ▲ 22.4 ▲ 17.3

サービス業 7.4 ▲ 6.3 8.3 7.0 3.6 8.6 5.4 18.9 7.4 4.2 ▲ 0.4 3.8 6.6 6.9 ▲ 3.5 4.5 ▲ 4.9 ▲ 5.3 ▲ 8.0 ▲ 3.9
宿泊業、飲食サービス業 - ▲ 8.0 17.6 15.0 3.5 ▲ 20.6 13.9 7.3 ▲ 13.7 ▲ 3.1 ▲ 4.8 1.1 ▲ 5.1 ▲ 3.2 ▲ 9.7 16.4 ▲ 3.2 ▲ 9.4 ▲ 37.7 ▲ 33.3

宿泊業 ▲ 8.3 ▲ 34.6 16.8 50.4 ▲ 12.8 ▲ 36.9 166.0 46.7 ▲ 28.7 ▲ 22.2 ▲ 35.2 ▲ 22.9 ▲ 10.9 ▲ 15.7 ▲ 14.9 ▲ 0.7 13.9 ▲ 12.5 ▲ 52.2 ▲ 54.5
飲食サービス業 16.3 4.6 17.9 4.6 10.4 ▲ 15.2 ▲ 23.8 ▲ 26.7 12.5 17.9 57.8 23.9 0.1 7.8 ▲ 6.0 30.8 ▲ 13.4 ▲ 7.0 ▲ 27.7 ▲ 19.8

生活関連サービス業、娯楽業 - ▲ 21.8 ▲ 24.9 9.6 ▲ 22.2 70.9 ▲ 8.1 17.9 43.7 0.0 12.9 4.0 ▲ 5.6 ▲ 9.5 ▲ 25.3 ▲ 11.7 ▲ 33.1 ▲ 29.0 ▲ 26.4 ▲ 11.6
生活関連サービス業 2.4 40.7 ▲ 12.2 ▲ 6.7 ▲ 9.8 10.6 ▲ 12.6 8.8 23.3 39.4 5.0 58.3 43.6 51.6 ▲ 9.3 55.0 ▲ 21.7 ▲ 25.1 ▲ 26.0 ▲ 17.0
娯楽業 8.9 ▲ 40.1 ▲ 33.6 24.5 ▲ 30.7 124.5 ▲ 6.1 21.6 51.2 ▲ 11.7 15.8 ▲ 9.3 ▲ 20.0 ▲ 28.3 ▲ 32.8 ▲ 33.6 ▲ 37.9 ▲ 31.0 ▲ 26.7 ▲ 7.5

学術研究、専門・技術サービス業 - 7.1 3.7 7.1 10.2 7.6 0.8 15.4 3.8 6.6 ▲ 3.4 4.4 11.8 14.6 ▲ 0.2 8.4 ▲ 1.2 ▲ 2.4 ▲ 5.0 ▲ 3.8
広告業 ▲ 36.5 ▲ 0.6 28.5 ▲ 15.6 17.5 ▲ 19.4 ▲ 9.2 9.9 ▲ 2.6 13.1 ▲ 2.4 23.9 14.1 18.1 ▲ 14.5 ▲ 5.5 ▲ 17.1 ▲ 14.6 ▲ 19.6 6.0
純粋持株会社 - 6.9 2.3 7.9 10.8 10.9 1.1 8.9 3.5 3.6 0.2 3.2 4.3 6.9 3.5 7.5 4.2 2.9 ▲ 0.3 1.1
その他の学術研究、専門・技術サービス業 - 14.7 0.1 18.7 0.7 ▲ 6.2 3.5 93.2 8.3 23.1 ▲ 20.0 6.2 74.2 80.2 ▲ 15.9 17.6 ▲ 24.6 ▲ 25.9 ▲ 25.5 ▲ 31.5

教育、学習支援業 ▲ 35.1 ▲ 75.8 264.6 26.5 ▲ 9.1 ▲ 15.1 18.3 127.5 0.1 24.0 16.0 165.5 ▲ 28.3 ▲ 38.8 ▲ 48.5 ▲ 34.4 ▲ 75.3 ▲ 3.5 ▲ 19.9 ▲ 10.4
医療、福祉業 47.9 ▲ 19.2 63.4 8.5 ▲ 27.6 26.4 13.1 0.2 ▲ 10.2 41.8 ▲ 22.5 40.5 78.3 75.5 29.3 96.2 57.6 9.1 ▲ 2.9 5.2
職業紹介・労働者派遣業 - 3.1 ▲ 2.9 ▲ 3.5 8.2 52.0 25.7 ▲ 15.8 8.5 37.9 35.9 15.8 31.0 64.5 ▲ 6.8 54.3 ▲ 16.5 ▲ 7.7 ▲ 38.4 ▲ 29.2
その他のサービス業 ▲ 45.4 ▲ 40.4 55.7 0.9 ▲ 11.6 0.5 38.1 38.1 13.8 ▲ 6.8 3.8 ▲ 15.1 ▲ 4.3 ▲ 10.6 0.5 ▲ 7.7 14.4 ▲ 4.2 0.6 10.1

（資料出所）財務省「法人企業統計調査」をもとに厚生労働省労働基準局にて作成
（注）暦年の数値は、四半期データの平均をとって作成。
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雇用調整の実績（予定）のある事業所割合の推移
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（資料出所）厚生労働省「労働経済動向調査」
（注）１．雇用調整の措置：

「残業規制」「休日の振替、 夏期休暇等の休日・休暇の増加」「臨時、パートタイム労働者の再契約停止・解雇」
「新規学卒者の採用の抑制・停止」「中途採用の削減・停止」「配置転換」「出向」「一時休業（一時帰休）」「希望退職者の募集、解雇」

２．令和３年１～３月期及び４～６月期は、令和３年２月調査時における令和３年１～３月期及び４～６月期の予定である。
３．無回答を｢実施していない又は予定がない」と回答したとみなして集計している。

（単位：％）

１～３月
実績

４～６月
実績

７～９月
実績

10～12月
実績

１～３月
実績

４～６月
実績

７～９月
実績

10～12月
実績

１～３月
予定

４～６月
予定

調 査 産 業 計 34             36             35             34             37             49             44             34             29             24             

建　 設　 業 28             31             30             26             23             35             28             26             20             23             

製 　造　 業 34             34             36             37             39             64             55             45             39             30             

情 報 通 信 業 40             36             41             33             32             37             30             27             26             22             

運輸業 ， 郵便業 36             35             36             32             39             48             44             37             35             27             

卸売業 ， 小売業 37             39             40             40             37             40             40             32             27             23             

金融業 ， 保険業 31             35             25             30             35             33             29             28             26             25             

不動産業 ， 物品賃貸業 38             40             41             27             28             46             35             33             32             26             

学術研究 ， 専門・技術サービス業 34             42             39             31             40             45             44             37             34             33             

宿泊業 ， 飲食サービス業 34             37             34             32             55             64             55             36             32             26             

生活関連サービス業 ， 娯楽業 33             29             34             31             42             64             39             36             34             23             

医　療 ， 福　祉 30             40             29             27             33             38             34             22             19             17             

サービス業（他に分類されないもの） 35             34             33             37             43             49             47             32             24             22             

令和元年 令和２年 令和３年



第３次産業活動指数の推移

37
（資料出所）経済産業省「第３次産業活動指数」
（注）季節調整値。

（2015年=100）

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

第３次産業総合 103.8 103.5 103.3 103.8 103.5 103.4 103.4 103.4 106.4 100.5 101.5 101.6 101.6 101.4 97.4 89.0 86.7 94.3 94.6 95.4 97.3 98.1 98.1 97.7 96.7 96.4 98.7 98.0

電気・ガス・熱供給・水道業 100.2 98.7 98.5 101.4 99.9 99.6 95.7 100.6 104.2 99.7 98.8 98.3 96.5 97.4 98.3 98.3 91.7 96.9 90.4 100.3 100.3 97.9 98.1 100.9 103.1 97.7 97.8 98.2

情報通信業 106.1 105.6 104.8 105.5 106.4 106.3 106.3 106.5 107.7 103.6 103.6 104.9 104.1 104.2 103.9 103.3 99.5 102.3 103.9 101.6 101.5 103.0 103.3 102.6 105.1 101.9 103.3 110.4

通信業 113.2 113.4 111.9 112.4 113.1 112.4 111.4 112.1 115.7 109.6 111.9 112.3 110.6 110.2 112.4 108.7 106.7 110.5 111.8 110.8 110.8 110.4 111.0 112.2 111.5 111.2 116.5 111.7

放送業 102.8 101.5 102.2 101.8 100.7 100.9 100.1 98.7 99.0 94.7 97.1 97.3 95.5 95.9 93.2 89.1 84.0 84.1 86.9 89.1 89.8 91.5 92.5 94.9 93.9 93.8 94.6 92.3

情報サービス業 105.1 103.8 104.1 104.4 106.9 106.2 107.1 109.1 107.1 105.4 103.7 105.5 104.8 105.7 106.3 110.4 101.7 104.8 107.0 102.8 101.5 104.3 103.5 101.0 108.0 101.7 102.5 124.0

インターネット附随サービス業 109.4 108.7 111.6 108.1 109.4 110.4 111.2 110.4 112.8 103.4 109.2 114.1 112.7 114.2 115.6 112.1 111.9 118.0 122.6 118.8 119.3 121.3 135.4 136.4 131.1 118.7 135.6 126.2

映像・音声・文字情報制作業 91.4 90.6 86.3 90.8 88.1 90.6 90.1 88.9 88.3 87.4 85.0 83.5 86.8 85.1 79.9 73.4 71.7 71.2 73.2 73.4 79.1 80.5 79.4 79.3 77.0 76.3 78.7 73.5

運輸業，郵便業 104.0 104.4 104.5 104.8 103.7 103.8 103.9 103.3 108.1 102.4 102.6 102.0 102.7 102.1 94.9 81.8 77.2 86.8 88.1 88.2 91.4 91.2 91.4 90.8 89.6 90.4 93.8 90.7

鉄道業 104.0 104.6 104.6 104.4 104.5 104.6 105.4 104.9 111.7 103.4 105.1 104.6 105.3 104.3 83.2 59.1 56.5 73.1 75.5 75.9 79.3 80.4 80.3 77.3 70.8 73.6 75.9 66.8

道路旅客運送業 100.4 100.4 94.7 100.5 100.4 100.9 100.5 101.8 105.1 98.9 101.4 99.9 101.3 94.4 74.1 59.4 41.4 64.2 70.0 69.1 72.9 78.6 73.2 71.9 61.8 63.3 67.1 69.9

道路貨物運送業 104.5 104.8 106.6 104.4 103.7 103.4 103.4 102.1 108.8 101.2 101.4 101.3 102.3 101.4 104.9 102.3 99.8 100.7 98.4 101.4 102.2 102.1 100.7 102.5 109.1 103.3 108.4 110.2

水運業 98.6 100.4 100.0 100.5 98.3 99.2 100.7 97.5 98.1 97.7 97.5 98.6 94.6 96.8 92.4 88.1 79.1 81.9 84.1 85.2 86.4 88.2 88.3 88.7 90.0 89.9 89.4 88.3

航空運輸業 116.9 116.1 116.4 117.2 118.7 117.1 117.2 116.0 115.5 114.7 117.1 118.0 118.7 99.5 50.6 18.6 14.2 23.0 31.4 29.0 34.2 42.9 48.6 43.9 30.0 28.5 39.2 40.4

倉庫業 105.0 103.6 103.5 103.1 103.5 110.6 105.5 104.0 106.8 108.2 108.1 107.9 107.5 105.7 106.2 105.6 103.2 105.1 105.0 105.4 107.7 106.1 104.1 104.2 105.0 104.3 105.9 105.3

運輸に附帯するサービス業 105.0 105.1 104.8 106.0 105.0 104.0 105.3 104.1 105.3 102.1 104.3 104.5 104.9 104.5 93.1 76.9 69.9 84.2 86.1 85.5 89.9 92.0 91.7 91.8 86.6 89.2 92.8 91.2

郵便業（信書便事業を含む） 98.5 99.3 100.7 103.3 99.1 98.7 100.8 100.7 99.9 95.6 97.3 86.7 97.5 99.2 90.4 88.8 89.7 93.5 90.2 89.2 89.9 90.0 89.3 82.4 91.4 89.3 91.3 94.0

卸売業 101.8 101.5 102.2 102.8 102.6 103.0 104.0 102.3 106.2 95.7 97.2 96.5 95.8 95.7 95.1 88.6 82.1 86.5 88.8 89.2 91.7 94.3 92.5 94.0 94.7 92.0 94.4 94.4

金融業，保険業 101.4 101.6 100.3 98.1 104.5 100.8 99.9 100.1 102.9 98.9 99.7 98.1 99.8 98.5 101.5 98.4 95.8 101.9 100.7 101.4 102.0 101.8 103.8 102.1 106.1 103.3 105.5 106.2

金融業 107.6 106.5 107.5 107.5 107.9 107.0 107.5 108.7 109.8 108.2 108.4 108.1 109.1 109.9 112.9 109.9 109.9 116.1 112.7 112.6 113.4 113.8 117.3 116.2 117.2 116.8 118.8 119.7

保険業 94.7 93.6 92.0 85.0 99.9 91.7 89.5 89.1 90.7 86.7 87.9 83.2 87.0 87.8 84.7 83.7 77.7 80.5 84.4 84.3 86.0 86.0 84.5 83.7 88.3 81.9 87.1 88.1

物品賃貸業（自動車賃貸業を含む） 106.5 106.6 106.1 106.9 107.4 107.5 107.5 107.9 108.6 107.4 108.4 108.9 107.6 107.3 106.6 105.4 103.1 105.4 104.7 104.4 104.5 104.8 105.1 104.7 104.0 103.7 105.3 105.4

事業者向け関連サービス 108.1 108.4 107.9 108.7 108.0 107.5 108.5 107.5 109.6 106.9 106.6 106.5 106.4 106.8 105.8 100.4 99.1 100.3 99.9 101.2 102.2 102.0 102.5 102.5 101.6 99.9 103.2 101.6

学術・開発研究機関 96.9 97.5 96.5 98.1 99.9 97.9 97.7 100.1 96.8 98.8 97.4 95.8 101.8 100.7 99.6 97.3 96.6 97.8 101.8 98.3 98.3 100.0 99.4 94.8 99.7 95.1 98.3 100.5

専門サービス業 104.8 105.7 105.7 105.1 103.2 104.6 104.3 105.0 104.7 105.6 103.7 104.4 105.1 104.6 102.9 99.5 100.9 102.5 105.3 104.7 105.4 105.6 106.2 104.1 109.8 103.2 103.6 106.3

広告業 102.5 99.2 98.5 99.8 98.8 100.0 99.1 100.0 100.6 97.4 98.3 99.7 99.7 99.1 98.8 94.0 83.8 87.6 88.1 91.3 88.9 91.5 88.7 92.8 84.3 90.8 93.1 95.3

技術サービス業 105.1 105.8 110.3 107.9 108.6 108.5 108.7 107.8 108.7 104.3 106.0 106.1 106.7 106.7 108.3 107.0 105.0 107.1 106.4 105.9 107.3 106.3 105.5 104.9 101.5 103.3 108.3 108.2

小売業 102.2 101.8 101.5 102.2 101.9 101.5 99.7 103.3 111.8 94.6 98.0 98.6 100.1 101.4 96.4 86.5 88.7 100.8 96.1 98.8 100.0 100.6 100.3 100.8 97.8 100.6 101.5 96.1

不動産業 102.8 102.3 103.5 102.5 100.7 102.2 102.1 102.5 102.7 100.4 101.5 101.8 101.6 102.5 102.5 96.0 96.6 101.3 101.3 105.3 102.5 103.1 102.9 101.1 102.8 101.8 102.8 101.7

医療，福祉 107.7 107.3 106.7 108.4 106.7 106.6 109.8 107.6 108.1 107.9 108.6 109.1 108.4 106.4 105.7 97.7 93.9 102.9 104.6 104.6 107.1 107.8 106.2 108.0 104.8 105.5 109.8 108.3

医療業 108.6 107.7 107.5 109.8 108.0 108.1 112.1 109.0 109.2 109.9 110.4 111.2 110.3 104.9 106.0 97.5 93.8 104.5 106.5 105.9 109.3 111.6 107.5 110.1 105.9 106.8 113.8 112.2

保健衛生 117.8 117.6 119.0 111.7 103.1 101.7 103.0 100.6 109.4 98.6 95.7 100.0 100.6 98.9 118.2 74.5 53.5 81.5 88.0 92.0 100.0 100.9 105.7 110.2 102.9 94.9 81.8 74.5

社会福祉・介護事業 104.5 105.5 105.2 105.9 104.2 104.4 102.3 105.3 105.6 103.1 104.7 103.4 102.6 105.2 102.5 100.2 100.5 101.3 101.2 102.4 102.1 102.4 102.1 101.6 103.4 99.4 97.9 100.8

生活娯楽関連サービス 101.5 100.1 99.7 101.1 97.8 99.6 98.4 97.6 99.4 95.4 96.7 98.1 98.0 96.9 73.1 48.5 49.7 68.0 72.4 70.0 77.6 79.9 81.5 76.9 68.2 73.6 75.5 74.6

宿泊業 105.1 105.2 105.9 112.2 106.7 106.5 103.4 103.4 103.7 102.8 105.0 104.4 114.5 99.5 53.9 22.7 17.5 36.2 48.4 47.1 62.5 75.3 81.9 68.9 45.3 46.4 61.3 56.5

飲食店，飲食サービス業 100.0 100.0 100.1 100.9 99.7 99.7 98.3 99.8 101.8 97.6 99.2 99.5 98.6 98.8 74.9 41.7 46.8 70.2 73.8 71.6 77.7 80.6 82.3 70.0 61.7 68.5 70.0 68.9

洗濯・理容・美容・浴場業 98.5 99.2 98.7 100.0 94.3 100.0 99.3 97.6 100.2 93.5 94.2 96.4 98.1 97.0 73.3 50.1 71.5 77.4 73.8 74.0 84.0 86.0 85.9 84.0 68.1 82.9 78.2 77.8

その他の生活関連サービス業 98.4 98.7 96.1 102.3 98.3 98.3 96.6 95.6 98.7 94.4 96.7 97.6 95.9 88.6 59.8 41.2 33.5 39.6 46.2 54.4 54.5 67.6 71.1 73.1 60.0 52.3 69.8 64.0

娯楽業 96.9 97.0 96.7 97.5 95.7 96.8 96.2 94.1 95.4 92.6 94.2 94.9 95.1 96.2 67.3 41.8 37.9 65.1 70.5 68.5 72.8 77.3 81.3 80.0 70.8 74.9 73.7 73.1

学習支援業 103.8 103.7 103.2 103.9 103.5 103.5 104.2 102.8 103.4 103.0 103.0 102.3 103.3 102.6 99.5 94.8 94.3 95.4 94.8 94.8 96.5 96.7 96.7 96.0 96.0 97.0 99.9 98.7

ペット・クリニック 168.2 129.9 122.6 129.1 118.8 125.2 109.5 132.6 114.4 133.7 172.4 147.5 96.7 124.1 129.9 122.3 135.5 126.8 135.5 133.8 124.0 138.0 132.1 153.8 134.2 154.1 156.3 120.8

自動車整備業（家庭用車両） 85.9 82.8 86.5 84.2 88.6 86.6 88.4 89.8 92.6 73.6 72.7 76.9 78.9 85.2 77.6 84.2 82.2 80.2 82.9 87.0 85.4 84.8 87.7 85.0 96.0 90.1 91.4 87.5

2019年 2020年 2021年



３．政府の対策と実施状況

38



（資料出所）内閣官房ＨＰより抜粋

新型コロナウイルス感染症に伴う各種支援策一覧
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（資料出所）内閣府「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策（令和２年12月８日）」概要

国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策（令和２年12月８日閣議決定）

40



（資料出所）内閣府「国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策の経済効果試算（令和２年12月８日）」

国民の命と暮らしを守る安心と希望のための総合経済対策の経済効果試算（令和２年12月８日）

41



42
（資料出所）令和３年５月14日経済財政諮問会議 内閣府提出資料 42



（資料出所）令和３年５月14日経済財政諮問会議 内閣府提出資料 43



（資料出所）令和３年５月14日経済財政諮問会議 内閣府提出資料 44



（資料出所）令和３年５月14日経済財政諮問会議 内閣府提出資料 45



雇用調整助成金の支給申請件数・支給決定件数・支給決定額の推移

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

~4
/1

7

4
/1

8~
4
/2

4

4
/2

5~
5
/1

5
/2

~5
/
8

5
/9

~5
/
15

5
/1

6~
5
/2

2

5
/2

3~
5
/2

9

5
/2

4~
6
/5

6
/6

~6
/
12

6
/1

3~
6
/1

9

6
/2

0~
6
/2

6

6
/2

7~
7
/3

7
/4

~7
/
10

7
/1

1~
7
/1

7

7
/1

8~
7
/2

4

7
/2

5~
7
/3

1

8
/1

~8
/
7

8
/8

~8
/
14

8
/1

5~
8
/2

1

8
/2

2~
8
/2

8

8
/
2
9
～

9
/
4

9
/
5
～

9
/
1
1

9
/1

2~
9
/1

8

9
/1

9~
9
/2

5

9
/2

6~
1
0/

2

1
0/

3~
1
0/

9

1
0/

10
~1

0
/1

6

1
0/

17
~1

0
/2

3

1
0/

24
~1

0
/3

0

1
0/

31
~1

1
/6

1
1/

7~
1
1/

13

1
1/

14
~1

1
/2

0

1
1/

21
~1

1
/2

7

1
1/

28
~1

2
/4

1
2/

5~
1
2/

11

1
2/

12
~1

2
/1

8

1
2/

19
~1

2
/2

5

1
2/

26
~1

/
1

1
/2

~1
/
8

1
/9

~1
/
15

1
/1

6~
1
/2

2

1
/2

3~
1
/2

9

1
/3

0~
2
/5

2
/6

~2
/
12

2
/1

3~
2
/1

9

2
/2

0~
2
/2

6

2
/2

7~
3
/5

3
/6

~3
/
12

3
/1

3~
3
/1

9

3
/2

0~
3
/2

6

3
/2

7~
3
/3

1

4
/1

~4
/
9

4
/1

0~
4
/1

6

4
/1

7~
4
/2

3

4
/2

4~
4
/3

0

5
/1

~5
/
7

5
/8

~5
/
14

5
/1

5~
5
/2

1

5
/2

2~
5
/2

8

5
/2

9~
6
/4

6
/5

~6
/
11

雇用調整助成金の支給申請件数・支給決定件数・支給決定額の推移

支給申請件数（左軸） 支給決定件数（左軸） 支給決定額（右軸）

（件） （億円）

（令和３年６月11日時点）
累積支給申請件数 378万9891件
累積支給決定件数 365万1791件
累積支給決定額 3兆7277億円

（資料出所）厚生労働省「オープンデータ」（https://www.mhlw.go.jp/stf/covid-19/open-data.html）（令和３年６月18日取得）をもとに厚生労働省労働基準局において作成。 46
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千 緊急小口資金 総合支援資金 総合支援資金（再貸付）

申請件数（千件）

※直近週の件数については、速報値のため変動する可能性があります。

令和３年６月２日現在（速報値）

申請総数

緊急小口資金 1,244,762件

総合支援資金 791,513件

総合支援資金（再貸付） 294,165件

決定総額

緊急小口資金 2,267.7億円

総合支援資金 5,826.3億円

総合支援資金（再貸付） 1,472.7億円

1件あたり
平均

緊急小口資金 18.6万円

総合支援資金 76.0万円

総合支援資金（再貸付） 52.1万円

生活福祉資金貸付制度（緊急小口資金、総合支援資金）の申請件数の推移
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（抜粋）（１／４）
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（抜粋） （２／４）
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（抜粋） （３／４）
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新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（抜粋） （４／４）
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